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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 (千円) 26,619,21728,777,56030,800,03933,104,56434,345,787

経常利益 (千円) 2,165,6062,588,7972,905,3603,316,4563,317,361

当期純利益 (千円) 997,2321,361,6881,626,7191,765,6111,728,523

純資産額 (千円) 6,238,0147,454,0759,034,97110,288,35811,590,580

総資産額 (千円) 17,364,64817,945,95920,272,90321,261,91821,180,236

１株当たり純資産額 (円) 601.81 719.52 851.35 994.41 1,120.90

１株当たり当期純利益 (円) 94.13 129.34 157.58 170.10 168.69

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ─ ─

自己資本比率 (％) 35.92 41.54 43.35 47.92 54.23

自己資本利益率 (％) 17.19 19.89 20.03 18.61 15.95

株価収益率 (倍) 26.56 22.31 17.74 9.88 7.29

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,230,3381,627,2662,042,0922,247,9123,190,950

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,652,391△1,060,678△1,902,084△1,033,412△1,554,094

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 667,939△597,467 9,283 △546,177△1,707,963

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 2,595,1452,569,3082,721,0323,394,1653,303,611

従業員数
 

(名)
(注)４
(注)５

1,411
(412)
[752]

1,500
(423)
[716]

1,558
(436)
[708]

1,666
(410)
[723]

1,779
(404)
[695]

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。

３　従業員数は、就業人員数を記載しております。

４　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

５　従業員数欄の[外書]は、全国専属調査員(契約社員)の期末人員であります。

　

　

EDINET提出書類

株式会社インテージ(E05239)

有価証券報告書

  2/114



(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 (千円) 23,008,66024,026,04425,412,89426,143,09026,622,005

経常利益 (千円) 1,427,3611,599,6351,956,0192,337,5442,484,127

当期純利益 (千円) 633,749 917,3781,158,3121,419,8161,414,771

資本金 (千円) 1,681,4001,681,4001,681,4001,681,4001,681,400

発行済株式総数 (株) 10,330,00010,330,00010,330,00010,404,00010,404,000

純資産額 (千円) 5,401,5236,174,0517,044,5088,097,6619,101,514

総資産額 (千円) 15,331,79215,511,11617,076,54018,168,11818,105,933

１株当たり純資産額 (円) 521.51 596.34 682.42 790.26 888.22

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)

14.00

(0.00)

26.00

(0.00)

30.00

(0.00)

40.00

(0.00)

50.00
 

(0.00)

１株当たり当期純利益 (円) 59.65 87.12 112.21 136.78 138.07

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ─ ─

自己資本比率 (％) 35.23 39.80 41.25 44.57 50.27

自己資本利益率 (％) 12.31 15.85 17.53 18.75 16.45

株価収益率 (倍) 41.91 33.12 24.91 12.28 8.90

配当性向 (％) 23.47 29.84 26.74 29.24 36.21

従業員数
 

(名)
(注)４

844
(189)

842
(169)

832
(91)

868
(30)

855
(18)

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。

３　従業員数は、就業人員数を記載しております。

４　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。
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２ 【沿革】

　

年月 事項

昭和35年３月 マーケティング・リサーチ事業を目的として株式会社社会調査研究所を設立

昭和40年５月 大阪センター開設(大阪府大阪市)

昭和40年６月 インプット部門発足、本庄センター開設(埼玉県本庄市)

昭和45年11月 本社を東京都田無市（現東京都西東京市）に移転、ひばりヶ丘コンピュータセンター開設

昭和47年９月 株式会社ミック長野センター設立(長野県長野市)

昭和48年５月 本社コンピュータセンタービル完成

昭和49年５月 長野センタービル完成(長野県長野市)

昭和61年４月
株式会社ミックビジネスサービス設立
(現社名 株式会社インテージ・アソシエイツ 連結子会社)

平成２年10月 株式会社コンピューター・テクニカル・サービス設立

平成５年７月 株式会社グリーンマーケティング研究所設立

平成５年10月 株式会社ミック長野センターと合併 (注)

平成６年５月 東久留米センター(調査事業本部)開設(東京都東久留米市)

平成８年４月
 

株式会社ミック長野システムズ設立
(現社名 株式会社インテージ長野 連結子会社)

平成８年５月
 

株式会社エム・アール・エスを資本参加により子会社化
(現社名 株式会社インテージリサーチ　連結子会社)

平成11年７月 中国上海駐在員事務所開設

平成12年４月
アイ・ビー・アール・ディー・ジャパン株式会社を買収により子会社化
(現社名 株式会社アスクレップ　連結子会社)

平成13年４月 商号を株式会社インテージに変更

平成13年５月 株式会社東京情報センターを買収により子会社化

平成13年11月 ジャスダック市場へ上場

平成14年３月 中国上海現地法人　英徳知市場諮詢(上海)有限公司設立(連結子会社)

平成14年３月 株式会社グリーンマーケティング研究所清算結了

平成14年４月 株式会社インテージリサーチが株式会社東京情報センターを合併

平成14年７月 株式会社コンピューター・テクニカル・サービスの株式譲渡

平成14年10月 株式会社インテージ・インタラクティブ設立(連結子会社)

平成15年４月 株式会社アスクレップ（連結子会社）へ当社（有価証券報告書提出会社）のＣＲＯ事業を統合

平成17年11月 東京都千代田区に本社移転

平成19年３月 ティー・エムマーケティング株式会社を資本参加により子会社化（連結子会社）

平成20年１月 東京証券取引所市場第二部に上場

平成20年４月 当社ＳＭＯ事業分割により株式会社アスクレップ・メディオ設立（連結子会社）

平成20年７月
タイバンコク現地法人　株式会社インテージ・タイをリサーチダイナミクス社との合弁により設
立（連結子会社）

平成21年３月 東京証券取引所市場第一部に銘柄指定

(注)　株式会社社会調査研究所は、株式会社ミック長野センターと合併、株式会社ミック長野センターを存続会社とし、

その後、商号を株式会社社会調査研究所に変更し、本社所在地を東京都田無市(現東京都西東京市)に移しました。
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社(株式会社 インテージ)、連結子会社９社及び関連会社１社により構成されておりま

す。主要な事業は、各種情報収集網の拡充、データ処理体制の確立、独自の情報システム開発など、データハン

ドリング技術(データの収集から加工までの操作技術、能力)・データ分析能力・情報評価能力を基盤とした

『市場調査・コンサルティング事業』、システム開発技術・システム運用技術・業務分析力・業界専門性な

どに裏付けられた独自のシステムサービスを提供する『システムソリューション事業』、ＣＲＯ（医薬品開

発業務受託機関）・ＳＭＯ（治験施設支援機関）業務に教育機能・システム機能を備えた医薬品の臨床開発

関連業務のトータルソリューションを提供する『医薬品開発支援事業』からなります。さらに、総合的なマー

ケティングの理解力を背景に、リサーチ技術、システム化技術、業界・業務知識、コンサルティング力などの専

門性を融合し、「インテリジェンス＝意思決定に役立つ情報」を提供することによって、お客様のビジネス上

の課題を解決するとともに、さらに新たなビジネスモデルも提案してまいります。

　なお、『医薬品開発支援事業』は従来の『メディカルソリューション事業』であり、当連結会計年度より同

セグメントの事業内容をより明確にするために名称変更しております。

当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

なお、次の３事業は「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1) 連結財務諸表 注記」に掲げる事業の種類

別セグメント情報の区分と同一であります。
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(1) 市場調査・コンサルティング事業

市場調査事業の主力商品は「パネル調査」です。パネル調査は、調査対象(人、世帯、店など)を長期間固

定して継続的に調査を行うことにより、時系列で市場動向を把握することができます。主要なパネル調査

の概要は下記のとおりです。

（消費者パネル調査）

　・SCI（全国消費世帯パネル調査）

　　全国12,640世帯にハンディスキャナーを設置し、加工食品、日用雑貨品などの毎日の購買動向　　

　　を継続的に捉える調査です。

　・SLI（全国女性消費者パネル調査）

　　12歳から69歳までの女性モニター10,175人から、化粧品、ヘアケア用品などの女性用パーソナ

　　ル商品の購入データを収集します。

　・personal eye（個人消費者パネル調査）

　　首都圏と近畿圏のモニター5,000人の購買動向を継続的に捉えています。ハンディタイプの小

　　型スキャナーを携帯してもらうことにより、オフィスや外出先などあらゆるシーンの購買動向

　　が捕捉できます。

（小売店パネル調査）

　・SRI（全国小売店パネル調査）

　　全国のスーパーマーケット、コンビニエンスストア、ドラッグストア、ホームセンターなど

　　5,251店舗を調査対象に、販売動向に関するデータを収集・分析し、マーケティング戦略に不

　　可欠な情報を提供するサービスです。

　・SDI（全国薬局・薬店パネル調査）

　　全国のドラッグストア1,200店舗を調査対象に、OTC（一般医薬品）などヘルスケア商品の販

　　売動向を捕捉しています。

　また、「カスタムリサーチ」は、お客様のマーケティング課題に基づき、テーマごとに最適な調査を設計

し、調査票作成から実査（フィールドワーク）、集計、分析を受託するサービスです。近年は、より早く

データが収集できるインターネット調査に注力しており、約211万人のインターネットモニターを利用し

て調査を実施しています。他に郵送調査（約23万人のモニター登録）、訪問面接調査、グループインタ

ビューなど多様な調査手法にも対応しています。

　

主要な事業内容 主要な会社

１．市場調査（マーケティングリサーチ）

　①パネル調査

　・消費者パネル調査（SCI、SLI、personal eye）

　・小売店パネル調査（SRI、SDI、SPI）

　・その他パネル調査（IFI、Rep Track）

　②カスタムリサーチ

　・インターネット調査

　・従来型調査（郵送調査、訪問面接調査、定性調査など）

当社

㈱インテージリサーチ(連結子会社)

㈱インテージ長野（連結子会社）

㈱インテージ・アソシエイツ（連結子会社）

㈱インテージ・インタラクティブ（連結子会

社）

ティー・エムマーケティング㈱（連結子会

社）

英徳知市場諮詢(上海)有限公司(連結子会社)

㈱インテージ・タイ（連結子会社）

２．市場調査に付随した各種コンサルティング 　
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(2) システムソリューション事業

システムソリューション事業は、ソフトウェアの開発・販売から、システムの運用、維持・管理、データ

センターの運用などを主たる業務としています。

　さらに、システムの構築・運用による業務プロセス改善の支援だけでなく、お客様の業務に関わる膨大

なデータの評価、分析、コンサルテーションなど、経営戦略的な側面への支援まで幅広いサービスを提供

しています。

　

主要な事業内容 主要な会社

１．システムソリューション

　①ソフトウェアの開発、販売

　②システムの運用、維持・管理

  ③データセンターの運用

２．システムソリューションに付随した各種コンサルティング

当社

㈱インテージ長野(連結子会社)

㈱インテージ・アソシエイツ(連結子会社)

　

(3) 医薬品開発支援事業

医薬品開発支援事業は、当社子会社の株式会社アスクレップで実施しているCRO業務と、株式会社アス

クレップ子会社の株式会社アスクレップ・メディオで実施しているSMO業務から構成されております

（注）。

　CROは、Contract Research Organization（医薬品開発業務受託機関）の略称であり、製薬企業からの委

託により、モニタリング業務（治験の進行状況の管理等）やデータマネジメント・解析業務（治験デー

タの分析等）を実施し、医薬品開発をサポートしています。

　SMOは、Site Management Organization（治験施設支援機関）の略称であり、CRC業務（治験の進行をサ

ポートする治験コーディネーターの治験施設への派遣）及び治験事務局代行業務（治験関係書類の作成

・管理等）を実施し、治験施設をサポートしております。

　

主要な事業内容 主要な会社

１．CRO（医薬品開発業務受託機関)業務

①モニタリング業務

②データマネジメント・解析業務

③その他

２．SMO（治験施設支援機関）業務

①CRC業務

②治験事務局代行業務

㈱アスクレップ(連結子会社)

㈱アスクレップ・メディオ(連結子会社)

㈱インテージ・アソイエイツ(連結子会社)

㈱インテージ長野（連結子会社）

（注）当社は、平成20年4月1日付で、当社のSMO業務を新設分割により、新たに設立した株式会社アスクレップ・
　　　メディオに承継いたしました。なお、同社は平成20年4月22日付で、株式交換により、当社子会社の
　　　株式会社アスクレップの完全子会社となっております。
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[事業系統図]

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の所
有割合(％)

関係内容

(連結子会社) 　 　 　 　 　

㈱アスクレップ
(注)４

 
東京都千代田区 150,000医薬品開発支援 100.0

当社は同社へ設備を賃貸しております。
役員の兼任等…あり

㈱インテージリサーチ
(注)２

東京都東久留米市 40,000
市場調査・コン
サルティング

100.0

当社は同社へ市場調査のフィールド業務
を委託しております。
当社は同社へ設備を賃貸しております。役
員の兼任等…あり

㈱インテージ長野
(注)２

長野県長野市 50,000

市場調査・コン
サルティング
シ ス テ ム ソ
リューション
医薬品開発支援

100.0

当社は主に、同社へ各種アプリケーション
の運用のデータハンドリング工程を委託
しております。
当社は同社へ設備を賃貸しております。
役員の兼任等…あり

㈱インテージ・アソシエイ
ツ

東京都千代田区 30,000

市場調査・コン
サルティング
シ ス テ ム ソ
リューション
医薬品開発支援

100.0

当社は同社より人材派遣を受けておりま
す。
当社は同社へ設備を賃貸しております。
役員の兼任等…あり

㈱インテージ・インタラク
ティブ

(注)２
東京都千代田区 50,000

市場調査・コン
サルティング

85.1

当社は同社へ市場調査のフィールド業務
を委託しております。
当社は同社へ設備を賃貸しております。
役員の兼任等…あり

ティー・エムマーケティン
グ㈱

東京都千代田区 145,400
市場調査・コン
サルティング

100.0

当社は同社より市場調査のフィールド業
務を受託しております。
当社は同社へ設備を賃貸しております。
役員の兼任等…あり

英徳知市場諮詢(上海)
有限公司

中国上海市
7,478
千元
 

市場調査・コン
サルティング

96.5
当社は同社へ市場調査のフィールド業務
を委託しております。
役員の兼任等…あり

㈱アスクレップ・メディオ 東京都千代田区 60,000医薬品開発支援 (100.0)
当社は同社へ設備を賃貸しております。
役員の兼任等…あり

㈱インテージ・タイ タイ国バンコク市
5,000

千バーツ
 

市場調査・コン
サルティング

70.0
当社は同社へ市場調査のフィールド業務
を委託しております。
役員の兼任等…あり

(注) １　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　特定子会社に該当しております。

３　議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合を内数で示しております。

４　㈱アスクレップについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％

を超えております。

主要な損益情報等　①　売上高　　　　　　 5,137,962千円

　　　　　　　　　②　経常利益　　　　　　 501,981千円

　　　　　　　　　③　当期純利益　　　　　 188,487千円

　　　　　　　　　④　純資産額　　　　　 1,638,204千円

　　　　　　　　　⑤　総資産額　　　　　 2,383,124千円
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

市場調査・コンサルティング  979(213)

システムソリューション  272( 94)

医薬品開発支援 340( 50)

全社(共通)  188( 47)

合計 1,779(404)

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

３　全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているもの

であります。

４　上記の他に調査員として695名(市場調査・コンサルティング)がおります。

　

(2) 提出会社の状況

平成21年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

855(18) 38.0 12.8 7,845

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

　

(3) 労働組合の状況

当社の労働組合はインテージ労働組合の名称のもとに組織されておりますが、同組合は、現在、いずれ

の上部団体にも加盟しておりません。

なお、労使間の問題は労働協約の定めるところに従い、健全かつ理性的に解決されております。

また、一部の連結子会社におきましても、労働組合が組織されております。

　いずれの労働組合においても、労使関係について特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国の経済は、原材料価格ならびに為替の大幅変動などにより景気は後退

局面となり、リーマン・ブラザーズ破綻に端を発する世界的金融危機によりさらに状況は悪化し、極めて

厳しい環境となりました。

  当社グループが属しております情報サービス業界では、経済産業省の「特定サービス産業動態統計調

査」によりますと、当連結会計年度の月々の売上状況は８月までは前年を上回って推移したものの、９月

以降１月を除いて前年を下回る状況が続いております。

  このような市場環境のもと、当社グループは「業界別プラットフォームの構築によるインテリジェン

ス・プロバイダー事業の本格的実現―"NEXT 50"の創業に向けて―」を基本方針に掲げ、当社が持つリ

サーチ機能とシステム機能の融合を実現し、お客様が必要とするソリューションを提供することによる

お客様満足度の向上に向けて努力してまいりました。

  当連結会計年度は「新しいビジネスモデルへの挑戦と事業基盤の強化」を基本方針に掲げ、業界別戦

略の明確化と新しいビジネスモデルへの挑戦に取り組んでまいりました。営業本部を業界別に組織改編

して業界別戦略を推進し、事業開発本部を設立して、業界別プラットフォームという考え方をベースに、

新しいビジネスモデルの開発を推進いたしました。さらにインターネットシフトの一層の推進を図り、既

存事業の基盤強化にも取り組んでまいりました。

  また、多くの株主様、お取引先様のご支援により、前連結会計年度における東京証券取引所市場第二部

上場に引き続き、平成21年３月23日には、市場第一部への銘柄指定を受けることができました。

  この結果、当連結会計年度の業績は、売上高は34,345百万円（前期比3.7％増）、営業利益は3,320百万

円（同0.2％増）、経常利益は3,317百万円（同0.0％増）、当期純利益は1,728百万円（同2.1％減）とな

りました。売上高、営業利益および経常利益においては、引き続き増収増益となりましたが、特別損失とし

てソフトウエア資産の除却、減損損失及び投資有価証券評価損を計上したため、当期純利益においては減

益となりました。

事業別の状況は次のとおりであります。

① 市場調査・コンサルティング事業

  パネル調査分野は、この上半期で競合社の小売店パネル調査事業撤退による増収が一巡いたしました

が、引き続きSRI（全国小売店パネル調査）の売上が新規顧客の獲得、契約カテゴリーの拡大などにより

増加し、増収増益となりました。

  一方、カスタムリサーチ分野は、経済環境悪化の影響を受け大きく減速いたしました。ここ数年にわ

たって成長の牽引役であったインターネット調査の伸び率が鈍化したこと、競争が激化して受注単価が

下落傾向にあることから、売上は前年並みを確保したものの、減益となりました。

  また、今期は新たな事業創出に向けての投資を開始し、製販コラボレーション推進のためのプラット

フォーム構築、次世代消費者情報の開発、インターネット調査のモニター拡大及びシステム開発などを実

施いたしました。

  この結果、市場調査・コンサルティング事業の連結業績は、売上高は23,105百万円（前期比6.0％増）、

営業利益は2,922百万円（前期比0.3％増）となりました。

 

②　システムソリューション事業

　システムソリューション事業では、売上は下半期の景気減速を受け当初計画を下回りましたが、徹底し

た外注費などの経費の削減、事業分野間の人員移動による人件費の最適化などの各種施策の効果によっ

て、計画では営業損失を見込んでおりましたが、営業利益を計上することができました。

　この結果、システムソリューション事業の連結業績は、売上高は5,906百万円（前期比11.9％減）、営業

利益は13百万円（前年同期は営業損失39百万円）となりました。
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③　医薬品開発支援事業

　CRO（医薬品開発業務受託機関）業務では、データマネジメント・解析業務の売上が大きく増加いたし

ました。営業利益の面では、モニタリング業務、SMO（治験施設支援機関）業務で計画した売上を達成でき

なかったこと、今後の海外展開に向けての投資を行ったことなどから、前年を下回る結果となりました。

　この結果、医薬品開発支援事業での連結業績は、売上高5,333百万円（前期比15.8％増）、営業利益は384

百万円（前期比12.5％減）となりました。

 

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により3,190百万

円獲得しましたが、投資活動により1,554百万円、財務活動により1,707百万円使用しました結果、前連結

会計年度末に比べ90百万円減少し、3,303百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における営業活動による資金収支は3,190百万円と前連結会計年度に比べ943百万円の

増加となりました。これは主に、税金等調整前当期純利益は減少したものの、たな卸資産の増加額及び売

上債権の増加額が減少したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における投資活動による資金収支は△1,554百万円と前連結会計年度に比べ520百万円

の減少となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出が増加したことによるものでありま

す。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における財務活動による資金収支は△1,707百万円と前連結会計年度に比べ1,161百万

円の減少となりました。これは主に、社債の償還による支出を長期借入れによる収入で充当したものの、

短期借入れによる収入が減少したことによるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

(千円)

前年同期比(％)

市場調査・コンサルティング 15,336,060 106.9

システムソリューション 4,577,568 89.8

医薬品開発支援 3,956,652 119.6

合計 23,870,281 104.9

(注)　金額は売上原価によっており、消費税等は含まれておりません。

　

　

(2) 受注実績

当連結会計年度の受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別
セグメントの名称

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

市場調査・コンサルティング 25,510,219110.3 15,618,762 118.2

システムソリューション 6,314,518 101.0 4,509,687 109.9

医薬品開発支援 8,798,903 172.2 10,441,335 149.7

合計 40,623,641117.8 30,569,785 125.8

(注)　金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

(3) 販売実績

当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

(千円)

前年同期比(％)

市場調査・コンサルティング 23,105,292 106.0

システムソリューション 5,906,762 88.1

医薬品開発支援 5,333,731 115.8

合計 34,345,787 103.7

(注)　金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

(1)当面の対処すべき課題の内容等

次期連結会計年度においては、業界別戦略をさらに推進して、お客様との距離を縮めることで、信頼され

るビジネスパートナーとして当社の企業価値を一層認識していただけることを目指します。

　業界別戦略を推進するため、当連結会計年度は営業本部を業界別に組織改編いたしましたが、次期連結会

計年度はさらにソリューション機能についても業界別に再編成し、お客様の課題・ニーズに、よりスピー

ディーに対応できるようにいたします。特に、食品・飲料・日用雑貨品業界を中心に、パネル調査分野とカ

スタムリサーチ分野のソリューション機能の融合を図り、お客様理解の促進と対応のスピードアップを図

ります。

　また、マーケティングイノベーションユニットを新設し、これまで培ってきた当社の事業・商品・機能を

ソリューションとして体系化し、営業本部と共にお客さま課題の解決を図ってまいります。さらに、イン

ターネット調査の推進統括、社内BPR（Business Process Re-engineering)の推進統括も集約し、インター

ネット調査の成長性と収益性の向上を図ります。

　新規事業開発についても、業界別プラットフォームの構築を引き続き進めるほか、次世代消費者情報開発、

トータルヘルスケア戦略や海外事業の展開にも取り組んでまいります。

　特に、平成21年３月に株式譲渡契約に合意した上海聨恒市場研究有限公司は、中国当局から買収の承認及

び営業許可書等の取得を経たのち、当社の子会社となる見込みであり、引き続き中国、東南アジアに焦点を

おいた海外事業展開を推進してまいります。

　マネジメント課題としては、事業リーダーやリサーチャー・IT人財などの育成に戦略的に取り組んでまい

ります。また、危機に対応できるグループ経営を目指し、マネジメントシステム・スタッフ機能についても

強化を図ります。

　当社グループでは、今後とも業績の向上を図り、経営基盤の安定化に向けて全社一丸となって邁進する所

存であります。

 

　

(2)株式会社の支配に関する基本方針について

①基本方針の内容

当社の財務及び事業活動を支配する者には、当社の経営理念と事業ビジョンの趣旨を十分に理解し、短

期的な収益の確保のみならず、中長期的な視野に立って事業の持続的な成長性を追及し、当社の企業価値

と株主共同の利益を維持・向上させていくことが必要であります。

　当社は、当社の経営を支配しようとする大量買付者が出現した際には、当社の企業価値と株主共同の利

益の維持・向上のための事業計画、財務計画、資本政策、当社の従業員、取引先、お客様等の利害関係者の

処遇方針等についての十分な情報提供を受け、当該提案等が当社の企業価値と株主共同の利益を維持・

向上できるものか否かの観点に立ち評価・検討し、株主の皆様が客観的に判断できるよう情報を適時に

開示するとともに、明らかに当社の企業価値と株主共同の利益を毀損するものである場合には、かかる買

付行為に対し対抗措置を講ずる責任があると考えます。

　当社は、以上のような考え方を当社の財務及び事業活動を支配する者の在り方に関する基本方針として

おります。
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②取り組みの内容

　イ．基本方針の実現に資する特別な取組み

当社は持続的な成長性を追求するために、マーケティングリサーチ力とシステムソリューション力

を基盤とした当社独自のビジネスモデルを推進していくことで、さらに企業価値と株主共同の利益向

上を実現してゆきます。具体的には、第９次中期経営計画（平成20年４月－平成23年３月）で「業界別

プラットフォームの構築によるインテリジェンス・プロバイダー事業の本格的実現」を基本方針とし

て掲げ、全社一丸となって努力邁進しております。同中期経営計画における当社グループの成長戦略

は、プラットフォームの構築による新しいビジネスモデルへの挑戦を最重点課題とし、さらに、事業プ

ロセスの変革による既存事業の強化、営業イノベーションの推進、技術基盤の強化、人事・人財戦略の

強化、グループ経営力の強化に、注力しております。

　ロ．不適切な者によって支配されることを防止する取組み

当社は、平成19年６月22日開催の当社第35回定時株主総会において、「当社株式の大量買付行為に関

する対応策」の導入を決定しております。なお、当該買収防衛策につきましては、平成21年６月24日開

催の当社第37回定時株主総会において継続を決定しております。

　上記対応策は、ⅰ）買付者が大量買付行為を行おうとする場合に、当社取締役会が買付者に対し、事前

に当該大量買付行為に関する必要かつ十分な情報の提供を求め、それに基づいて当該大量買付行為に

ついての評価、検討、買付者との買付条件に関する交渉又は株主の皆様への代替案の提示等を行ってい

くための手続（以下「大量買付ルール」といいます。）、及びⅱ）買付者が大量買付ルールに従うこと

なく買付を行う等、大量買付行為が当社の企業価値・株主共同の利益を害するおそれがある場合に、必

要に応じて当社が対抗措置を発動することを定めるものであります。

　

③取締役会の判断及びその判断に係わる理由

イ．前記②イの取組みは、当社の企業価値を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定

されたものであるので、前記①の基本方針に沿い、株主の共同の利益を損なうものではなく、当社役員

の地位の維持を目的とするものではないと判断しております。

ロ．前記②ロの取組みについては、大量買付行為に関する情報提供を求めるとともに、大量買付行為が当

社の企業価値を毀損する場合に対抗措置を発動することを定めるものであり、前記①の基本方針に

沿ったものであります。またその導入については、株主意思を尊重するため、株主総会での承認をその

効力発生条件としており、さらに、取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止するために

独立委員会を設置し、取締役会は独立委員会の勧告を最大限に尊重した上で、対抗措置の発動を決議

することとしている上、その判断の概要については、適時に株主の皆様に情報開示することとしてい

るため、その運営は透明性をもって行われます。

　したがって、当社取締役会は、株主の共同の利益を損なうものではなく、当社役員の地位の維持を目

的とするものではないと判断しております。
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を

及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末日現在において当社グループが判断したもの

であります。

　

(1)情報の管理について

  当社グループが関連する情報サービス業界におきましては、事業特性上、多種多様かつ大量の企業情報、

個人情報を取り扱っております。平成17年4月より「個人情報保護法」が施行されましたが、当社グループ

におきましては、以前よりプライバシーマークによる個人情報の保護制度を適用し、情報セキュリティマネ

ジメントシステム（ISMS）につきましても専任組織を設置してシステム構築を推進するなど、情報の管理

につきましては十分留意しております。

　しかしながら、今後、情報の漏洩等が発生した場合には、当社グループの信用が損なわれることとなり、当

社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(2)業績の下期偏重について

  当社グループの業績は、下半期に偏重する傾向があります。これは、①市場調査・コンサルティング事業

におきましては、各企業の次年度のマーケティングプラン策定に必要なリサーチ業務の報告が年度末に集

中すること、②官公庁・自治体から受注する業務の場合、完了・報告時期が年度末に集中すること、③シス

テムソリューション事業におけるシステム開発業務では、年度末に納入する契約の割合が高いこと等が主

たる要因であります。

　そのため、年度末の売上高が翌期にずれ込む場合には、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性が

あります。

（参考）直近2年間の半期毎の実績

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　単位：百万円、（ ）内は上期・下期構成比

　
H19/4-H19/10-H20/4-H20/10-

H19/9H20/3H20/9H21/3

売上高 15,11317,99116,30718,037

　 (45.7)(54.3)(47.5)(52.5)

　市場調査・コンサルティング 10,04611,74911,07012,034

　 (46.1)(53.9)(47.9)(52.1)

　システムソリューション 2,9663,7352,6833,223

　 (44.3)(55.7)(45.4)(54.6)

  医薬品開発支援 2,1002,5062,5532,780

　 (45.6)(54.4)(47.9)(52.1)

営業利益 1,3921,9211,5771,743

　 (42.0)(58.0)(47.5)(52.5)

経常利益 1,3851,9311,5481,768

　 (41.8)(58.2)(46.7)(53.3)
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(3)事業投資について 

  当社グループは、成長性の確保、競争力強化、事業領域の拡大をにらみ、必要な先行投資は積極的に行って

おります。また投資を行う際は回収見通しも含め十分な検討を重ね、判断しております。

　しかしながら、当該先行投資に応じた成果、収益を正確に予測することは困難であり、需要が予測に比べて

低迷する可能性もあります。

　そのため、一定期間内で投資に応じた成果、収益を上げられなかった場合には、当社グループの経営成績に

影響を及ぼす可能性があります。

　

(4)事業上のリスクについて

①　当社グループの主力事業である市場調査・コンサルティング事業は、これまでの成長と収益を支えて

いたパネル調査分野で、シェアの上限に近づきつつあります。さらなる成長性を確保するため、新商品

の投入や、データ提供からソリューション提供への転換による付加価値の向上に努めておりますが、こ

れらが想定どおりにいかない場合は、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　また、カスタムリサーチ分野におきましては、「インターネットシフト」を当社グループの最重点戦

略と位置づけ、より一層の成長を目指して投資していきますが、この分野では競争が激化しており、そ

の結果によっては、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

② システムソリューション事業は、リサーチとシステムの融合による「融合ソリューション」が徐々に

成果を上げはじめておりますが、当社グループの収益に貢献する規模に達するまでには至っておりま

せん。今後もこの分野に注力し、大きく育てていく方針でありますが、事業の構造転換に時間を要する

場合には、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

③　医薬品開発支援事業は、製薬業界の動向に大きな影響を受けることがあります。製薬会社の合併によ

る顧客数の減少や国内での新薬開発の減少、臨床試験の減少等により、マーケットが縮小した場合に

は、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　また、薬事法等の規制の影響を受ける可能性がある事業であることから、この規制の動向次第では、当

社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(5)事業所の統合・移転について

  当社グループは、今後の成長に耐えられるオフィス環境を実現させ、顧客との物理的・心理的距離を縮め

コミュニケーションを活発化することを目的として、平成17年11月、秋葉原に新たな事業所を開設いたしま

した。これら一連の移転プロジェクトにつきましては、極めて円滑に修了することができました。

　当社グループは、この統合・移転の真価は、今後、長期にわたって発揮されるものと期待しており、また増

収増益基調を維持することにより、新事業所開設によるコストの増加分を吸収できるものと見込んでおり

ます。

　しかしながら、計画通りの業績が維持できなくなった場合には、コストの増加分を吸収できなくなり、当社

グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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(6)人財確保について

  当社グループは、専門性の高い業務が多いため、人財の確保と育成を重要な課題としております。

　そこで、当社は、人財の確保・育成・評価の仕組みと運用策を改めるための人財育成計画を策定し、継続的

に見直しを実施しております。さらに、当社グループは、次世代のリーダー育成策も重要な課題として取り

組んでおります。

　しかしながら、人財の育成が順調に進展しない場合には、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性

があります。（当社では、人は財産であるという考え方のもと、「人材」を「人財」という表現に統一して

おります。）

　

(7)中国情勢について

  当社グループは、連結子会社の現地法人である英徳知市場諮詢（上海）有限公司において、中国における

市場調査事業を実施しております。

　しかしながら、中国における当社グループ事業に係わる法的規制等が変更になった場合や、政治的な影響

により事業運営に影響が出るような事態になれば、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があり

ます。

　

(8)マネジメントの課題について

　当社グループはマネジメントシステム委員会を設置し、マネジメントにおける諸課題に対応しておりま

す。さらに、平成18年４月より、内部統制推進委員会を新たに設置し、特にコンプライアンスにつきましては

体制を強化して取り組んでおります。

　しかしながら、これらの仕組が十分に機能せず、個々の従業員への浸透が不十分な場合には、当社グループ

の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(9)システムダウンについて

　当社のデータセンターは、24時間体制での有人による管理に加え、監視カメラの設置、カードキーによる入

退出時の情報管理等、管理体制には万全を期しております。さらに、耐震構造、消火設備、電源の二重化等、24

時間365日安定した運営ができるように、最大限の対応をしております。

　しかしながら、システムやハードの不具合、悪質なコンピュータウィルスやハッカーからの攻撃、大規模停

電、想定した規模を上回る地震、さらに、火災、洪水、事故等の予期せぬ重大な事象の発生により、当社の設備

やネットワークが利用できなくなった場合には、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性がありま

す。
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５ 【経営上の重要な契約等】

　

契約会社名 相手先 契約内容 契約期間

株式会社インテージ
（当社）

オリックス・リアルエステート
株式会社

インテージ秋葉原ビル
賃貸借契約

平成17年11月から平成22年10月

株式会社インテージ
（当社）

ヤフー株式会社 株主間協定書（注）
平成14年９月から両者の解約の合
意があるまで

株式会社インテージ
（当社）

ヤフー株式会社

インターネット上で行
うマーケティング・リ
サーチサービス事業に
おける業務提携

平成14年11月から株主間協定書の
終了まで

株式会社インテージ
・インタラクティブ
（連結子会社）

（注）本契約は、当社とヤフー株式会社の合弁会社である株式会社インテージ・インタラクティブ（当社子会社）の

設立に際して締結したものであり、合弁会社の基本事項や運営等について定めております。

　

６ 【研究開発活動】

当社グループは、「成長性と収益性の確立」のさらなる推進、持続的な成長を目的として、研究開発活動

を行っております。

　当連結会計年度における当社グループの研究開発費の総額は68百万円となりました。

　市場調査・コンサルティング事業においては、当社がインターネットリサーチ研究会を設置し、インター

ネット調査における新しいリサーチ体系の確立に向け各種の調査を行い、研究開発費は8百万円となりまし

た。

　医薬品開発支援事業においては、㈱アスクレップがユーザーのニーズに合わせたEDC（Electronic Data

Capturing）の次世代システムの開発を行い、研究開発費は60百万円となりました。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1)重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成

されております。この連結財務諸表を作成するにあたり、重要な会計方針につきましては[第５経理の状

況][１連結財務諸表等][連結財務諸表のための基本となる重要な事項]に記載されているとおりでありま

す。

また、連結財務諸表の作成に際して経営者は、決算日における資産・負債の数値、並びに連結会計年度にお

ける収入・費用の報告数値に影響を与える様々な要因に対して、可能な限り正確な見積りを行うために、過

去の実績、状況等を勘案し合理的かつ妥当な判断を行っております。

　

(2)当連結会計年度における経営成績の分析

　当連結会計年度の経営成績は、売上高34,345百万円（前年同期比1,241百万円増）、営業利益3,320百万円

（同5百万円増）、経常利益3,317百万円（同0百万円増）、当期純利益1,728百万円（同37百万円減）となり

ました。これらの主な要因は以下のとおりであります。

①売上高

売上高につきましては、市場調査・コンサルティング事業では、カスタムリサーチ分野において、経済

環境悪化の影響を受け、ここ数年にわたって成長の牽引役であったインターネット調査の伸び率が鈍化

したことにより大きく減速しましたが、パネル調査分野において、この上半期で競合社の小売店パネル調

査事業撤退による増収が一巡したものの、引き続きSRI（全国小売店パネル調査）の売上が新規顧客の獲

得、契約カテゴリーの拡大などにより増加したことにより、全体で増加しました。システムソリューショ

ン事業では、下半期の景気減速を受け、当初計画を下回ったことにより、売上高は減少となりました。医薬

品開発支援事業では、データマネジメント・解析業務の売上が大きく増加したことにより、売上高が増加

いたしました。

　この結果、売上高は前連結会計年度に比べ1,241百万円増加し34,345百万円（前年同期比3.7%増）とな

りました。

②売上原価・販売費及び一般管理費

売上原価につきましては、売上高の増加に伴い、前連結会計年度に比べ1,115百万円増加し23,870百万

円（前年同期比4.9%増）となり、新たな事業創出にむけての投資を開始したことにより、売上原価率は前

連結会計年度に比べ0.8ポイント増加し69.5％となりました。

　販売費及び一般管理費につきましては、主に、営業体制強化による販売人件費等の増加により、前連結会

計年度に比べ120百万円増加し7,154百万円（前年同期比1.7%増）となりましたが、販売費及び一般管理

費比率は0.5ポイント減少し20.8％となりました。

③営業利益

営業利益につきましては、販売費及び一般管理費は増加いたしましたが、それを上回る売上総利益の増

加により、前連結会計年度に比べ5百万円増加し3,320百万円（前年同期比0.2%増）となりました。
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④営業外損益

営業外損益につきましては、営業外収益は受取配当金の増加や違約金収入により、前連結会計年度に比

べ18百万円増加し87百万円（前年同期比27.2%増）となり、営業外費用は経常的な設備更新によって発生

する器具備品等除却損の減少等があったことにより、前連結会計年度に比べ23百万円増加し90百万円

（前年同期比35.4%増）となりました。

⑤経常利益

経常利益につきましては、営業利益が前連結会計年度に比べ増加したものの、営業外費用の増加が営業

外収益の増加を上回ったことにより、ほぼ前連結会計年度並みとなりました。

⑥特別損益

特別損益につきましては、多額の固定資産除却損の計上により、前連結会計年度において移転関連費用

や特別退職金の計上による負担や、投資有価証券売却益、有形固定資産売却益を計上したものの、前連結

会計年度に比べ105百万円の負担増加となりました。

⑦当期純利益

当期純利益につきましては、税金等調整前当期純利益が前連結会計年度に比べ104百万円減少し、税金

費用が前連結会計年度に比べ2百万円増加したものの、少数株主利益が前連結会計年度に比べ69百万円減

少した結果、前連結会計年度に比べ37百万円減少し1,728百万円（前年同期比2.1%減）となりました。

　

(3)経営成績に重要な影響を与える要因について

　経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、「第一部[企業情報]　第２[事業の状況]　　　４[事

業等のリスク]」をご参照ください。

　

(4)経営戦略の現状と見通し

当社グループは当連結会計年度末に平成20年度から平成22年度までの３ヵ年にわたる第９次中期経営

計画を策定しました。

　当社グループは本中期経営計画最終年度の平成22年に創立50周年を迎えます。この３ヵ年を「次の50年

（NEXT50）を展望したビジネスモデルの転換期」と位置づけ、「業界別プラットフォームの構築による

インテリジェンス・プロバイダー事業の本格的実現 ―“NEXT50”の創業に向けて ―」を基本方針に掲

げました。

　本中期経営計画の重点課題として、①業界別プラットフォームの構築による新しいビジネスモデルへの

挑戦、②事業プロセスの変革による既存事業の強化、③営業イノベーションの推進、④技術基盤の強化、⑤

人事・人財戦略の強化、⑥グループ経営力の強化を図り、NEXT50へ移行するため、持続的成長可能な基盤

構築を目指してまいります。
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(5)資本の財源及び資金の流動性についての分析

①キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により3,190百

万円獲得しましたが、投資活動により1,554百万円、財務活動により1,707百万円使用しました結果、前

連結会計年度末に比べ90百万円減少し、3,303百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における営業活動による資金収支は3,190百万円と前連結会計年度に比べ943百万円

の増加となりました。これは主に、税金等調整前当期純利益は減少したものの、たな卸資産の増加額及

び売上債権の増加額が減少したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動による資金収支は△1,554百万円と前連結会計年度に比べ520百万

円の減少となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出が増加したことによるものであ

ります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務活動による資金収支は△1,707百万円と前連結会計年度に比べ1,161百

万円の減少となりました。これは主に、社債の償還による支出を長期借入れによる収入で充当したも

のの、短期借入れによる収入が減少したことによるものであります。

　

②財政状態

　当連結会計年度末の総資産は21,180百万円（流動資産12,109百万円　固定資産9,070百万円）とな

り、前連結会計年度に比べ81百万円減少いたしました。主な要因は有形固定資産取得によりる固定資

産の増加がみられたものの、受取手形及び売掛金や仕掛品の減少により流動資産が減少したことによ

るものであります。

　負債合計は9,589百万円（流動負債6,742百万円　固定負債2,846百万円）となり、前連結会計年度に

比べ1,383百万円減少いたしました。主な要因は長期借入金の増加がみられたものの、社債の償還や短

期借入金の減少によるものであります。なお、資金調達につきましては、事業活動に必要な資金調達を

安定的、機動的に行うことを目的として、シンジケート方式によるコミットメントライン契約（設定

金額40億円）を締結しております。

　当連結会計年度末の株主資本につきましては11,492百万円となり、前連結会計年度に比べ1,318百万

円増加いたしました。主な要因は当期純利益の計上による利益剰余金の増加であります。また、自己資

本比率は54.2％となり、前連結会計年度に比べ6.3ポイント上昇いたしました。

　

(6)経営者の問題認識と今後の方針について

経営者の問題認識と今後の方針につきましては、「第一部[企業情報]　第２[事業の状況]　３[対処すべ

き課題]」をご参照ください。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度における設備投資は、事業所改修に伴う設備の取得、ソフトウェア開発、社内ネットワー

ク等の情報インフラの整備等を行いました。設備投資額は次のとおりであります。

事業の種類別セグメント
有形固定資産　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　（千円）

無形固定資産　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　（千円）

合計　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　（千円）

市場調査・コンサルティング 395,830 432,137 827,967

システムソリューション 586,058 86,508 672,567

医薬品開発支援 8,833 110,978 119,811

合計 990,722 629,624 1,620,346
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２ 【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります

(1) 提出会社

平成21年３月31日現在

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容
帳簿価額(千円)

従業員数
(名)建物

及び構築物
土地
(面積㎡)

その他 合計

ひばりヶ丘事業所
(東京都
 西東京市)

市場調査・コン
サルティング
シ ス テ ム ソ
リューション

事務所
データセンター

1,151,652
1,915,918
（3,918)

1,198,5534,266,124465(127)

長野センター
(長野県
 長野市)

市場調査・コン
サルティング
シ ス テ ム ソ
リューション
医薬品開発支援

事務所 681,301
82,238
(1,331)

70,383833,922114(125)

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、器具備品、ソフトウェア、ソフトウェア仮勘定及びリース資産であります。

２　長野センターは、㈱インテージ長野(連結子会社)に貸与中であります。

３　従業員数には、連結子会社の従業員数を含んでおります。

４　従業員数欄のうち(外書)は、臨時従業員数の年間平均雇用人員であります。

５　上記金額には消費税等は含まれておりません。

６　上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、下記のとおりであります。
平成21年３月31日現在

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの名称

設備の内容
年間建物賃借料
(千円)

従業員数(名)

本社
(東京都千代田区)

市場調査・コンサ
ルティング　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　システムソ
リューション
医薬品開発支援　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　全
社

事務所 612,291 891(34)

(注) １　従業員数には、連結子会社の従業員数を含んでおります。

　　 ２　従業員数欄のうち(外書)は、臨時従業員数の年間平均雇用人員であります。

３　上記金額には消費税等は含まれておりません。

　

(2) 国内子会社

重要な設備はありません。

　

(3) 在外子会社

重要な設備はありません。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(１)重要な設備の新設等

平成21年３月31日現在

事業の種類別セグメント 設備の内容
投資予定金額
(千円)

主な内容・目的 着工年月 完了予定年月

市場調査・コンサルティング

ハードウェア 54,297
事務所改修等
社内ネットワーク機器等

平成21年4月 平成22年3月

ソフトウェア 301,243
自社利用システム開発
社内システムの開発等

平成21年4月 平成22年3月

システムソリューション

ハードウェア 22,573
事務所改修等
社内ネットワーク機器等

平成21年4月 平成22年3月

ソフトウェア 174,480
自社利用システム開発
社内システムの開発等

平成21年4月 平成22年3月

医薬品開発支援

ハードウェア 20,800
事務所改修等
社内ネットワーク機器等

平成21年4月 平成22年3月

ソフトウェア － ― ― ―

　 573,393 ─ ─ ─

(注)１　上記金額には消費税等は含まれておりません。

　  ２　投資資金の調達方法は、主として借入金を予定しております。

　

(２)重要な設備の除却等

　経常的な設備の更新のための除却および売却を除き、重要な設備の除却および売却の計画はありませ

ん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 37,000,000

計 37,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成21年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年６月24日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,404,00010,404,000
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株でありま
す。

計 10,404,00010,404,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成19年４月１日～
平成20年３月31日
(注)1

74,00010,404,000 － 1,681,400210,9001,336,688

（注）1　平成19年４月１日から平成20年３月31日までの間に、簡易株式交換（交換比率　1：0.001）に伴い、発行済株式

総数が74,000株、資本準備金が210,900千円増加しております。

　　　

(5) 【所有者別状況】

平成21年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

－ 17 18 33 32 2 2,4072,509 ―

所有株式数
(単元)

－ 30,082 628 21,51019,205 4 32,603104,032 800

所有株式数
の割合(％)

－ 28.9 0.6 20.7 18.5 0.0 31.3100.00 ―

(注)　自己株式157,109株は、「個人その他」に1,571単元、「単元未満株式の状況」に9株含まれております。
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(6) 【大株主の状況】

平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

エーザイ株式会社 東京都文京区小石川４丁目６－１０ 900 8.65

ビービーエイチ　フォー　フイデ
リテイー　ロープライス　ストッ
ク　ファンド
（常任代理人　株式会社三菱東京
UFJ銀行）

東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 832 8.00

インテージ従業員持株会
東京都千代田区神田練塀町３
インテージ秋葉原ビル

618 5.94

ノーザントラストカンパニーエ
イブイエフシーサブアカウント
アメリカンクライアント
（常任代理人　香港上海銀行東京
支店）

東京都中央区日本橋３丁目11番１号 519 4.99

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番１１号 476 4.58

豊栄実業株式会社 東京都杉並区荻窪５丁目２９－１１ 455 4.37

株式会社埼玉りそな銀行 埼玉県さいたま市浦和区常盤７丁目４番１号 450 4.33

株式会社みずほ銀行
(常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社)

東京都中央区晴海１丁目８番１２号
晴海アイランドトリトンスクエアオフィスタ
ワーＺ棟

350 3.36

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号
日本生命証券管理部内

350 3.36

第一生命保険相互会社
(常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社)

東京都中央区晴海１丁目８番１２号
晴海アイランドトリトンスクエアオフィスタ
ワーＺ棟

350 3.36

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２－１ 350 3.36

計 ― 5,651 54.32

（注）１　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

    日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　　　　 476千株

　　２　フィデリティ投信株式会社から平成21年２月19日付で大量保有報告書の変更報告書の提出があり、

　　　平成21年２月13日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けましたが、当社として当期末現在

　　　における実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況には含めておりません。

　　　  なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

エフエムアール エルエルシー
米国 02109 マサチューセッツ州ボストン、デ
ヴォンシャー・ストリート82

755 7.26

　　３  クリフォード チャンス法律事務所から平成20年10月24日付で大量保有報告書の訂正報告書の提出があ

　　　り、平成20年10月17日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けましたが、当社として当期末現在にお

　　　ける実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況には含めておりません。

　　 　 なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ハイクレア・インターナショナ
ル・インベスターズ・リミテッ
ド

英国ロンドン ダブリュー１エイチ ７ディー
ディー、ニューケベック ストリート1

521 5.02
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　　４　インベスコ投信投資顧問株式会社から平成20年６月19日付で大量保有報告書の変更報告書の提出が

　　　あり、平成20年６月13日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けましたが、当社として当期

　　　末現在における実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況には含めておりません。

　　　　なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

インベスコ投信投資顧問株式会
社

東京都港区虎ノ門４丁目３番１号
城山トラストタワー25階

404 3.88
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 157,100

―
権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株
式

完全議決権株式(その他) 普通株式 10,246,100 102,461 同上

単元未満株式 普通株式 800 ― 同上

発行済株式総数 10,404,000 ― ―

総株主の議決権 ― 102,461 ―

　

② 【自己株式等】

平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社インテージ

東京都千代田区
神田練塀町３番地
インテージ秋葉原ビル

157,100 ─ 157,100 1.5

計 ― 157,100 ─ 157,100 1.5

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

　【株式の種類等】 普通株式

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議または取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

　

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】
　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

─ ─ ─ ─

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

─ ─ ─ ─

その他 ─ ─ ─ ─

保有自己株式数 157,109 ─ 157,109 ─

（注）当期間における保有自己株式には、平成21年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、グループ経営の成果であります連結業績をベースに、配当と内部留保のバランスを考慮した利益

配分を行うことを基本的な考え方としております。当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営上の最重要

課題のひとつとして位置づけており、配当につきましては、連結配当性向25％を目安にしております。また、

内部留保資金につきましては、当社グループの成長性と収益性を継続して高めていくための投資等に活用

し、今後の業績向上に努めることで、株主の皆様に還元させていただく所存であります。

　当社は、期末配当として年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、決定機関は株主総会で

あります。なお、当社は、取締役会の決議によって、毎年９月３０日を基準日として中間配当を行うことがで

きる旨を定款に定めております。

　

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

平成21年６月24日
定時株主総会決議

512,344 50

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高(円) (1,630)  2,7503,540 3,700
2,895
2,005

2,060
1,289

最低(円) (1,270)  1,5002,000 2,105
1,539
1,575

932
1,187

(注)　最高・最低株価は、平成16年12月12日までは日本証券業協会におけるもので第33期は(  )表示をしており、平成16

年12月13日以降はジャスダック証券取引所におけるものであります。

　なお、当社株式は平成20年1月22日付をもって東京証券取引所市場第二部に上場しており、第36期の上段はジャ

スダック証券取引所、下段は東京証券取引所市場第二部における株価であります。

　また、当社株式は平成21年3月23日付をもって東京証券取引所市場第一部銘柄に指定されており、第37期の上段

は東京証券取引所市場第二部、下段は東京証券取引所市場第一部における株価であります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年10月 11月 12月 平成21年１月 ２月 ３月

最高(円) 1,599 1,514 1,485 1,500 1,511
1,344
1,289

最低(円) 932 1,241 1,281 1,330 1,151
1,113
1,187

(注)　当社株式は、平成21年３月23日付をもって東京証券取引所市場第一部銘柄に指定されており、平成21年３月の上段

は東京証券取引所市場第二部、下段は東京証券取引所市場第一部における株価であります。
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５ 【役員の状況】
　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

代表取締役
社長

　 田　下　憲　雄 昭和22年７月14日生

昭和47年８月 当社 入社

(注)3 35

昭和61年４月 当社 調査事業部流通情報開発部長

平成５年４月 当社 調査事業本部副本部長

平成６年６月 当社 取締役調査事業本部副本部長

平成７年４月 当社 取締役調査事業本部長

平成11年６月 当社 常務取締役調査事業本部長

平成12年４月 当社 代表取締役社長（現任）

専務取締役 　 上 住 甲 子 郎 昭和25年５月５日生

昭和49年４月 日本アイ・ビー・エム㈱ 入社

(注)3 10

平成15年５月 当社 顧問

平成15年６月 当社 取締役

平成16年４月 当社 取締役ビジネスインテリジェ

ンス事業部長

平成17年４月 当社 専務取締役(現任)

常務取締役

経営企画部

長、人事企

画部・関係

会社・経営

情報システ

ム・パネル

調査事業担

当

南　郷　　　格 昭和27年４月10日生

昭和50年４月 当社 入社

(注)3　　13

平成８年４月  当社 調査事業本部営業企画一部長

平成17年４月  当社 ソリューション本部副本部長

平成17年６月  当社 取締役

平成18年４月  当社 取締役マーケティングソリュ

 ーションユニットディレクター

平成21年４月 当社 常務取締役経営企画部長(現任)

取締役

経営管理部
長、グルー
プ内部統制
推進部・危
機対策委員
会・内部統
制推進委員
会担当

工　藤　　　理 昭和24年８月13日生

昭和47年４月 ㈱埼玉銀行 入行

(注)3 6

平成12年３月 ㈱あさひ銀行人事部人材開発室長

平成12年６月 当社 常勤監査役

平成13年６月 当社 取締役

平成15年４月 当社 取締役総務部長

平成20年４月 当社 取締役経営管理部長(現任)

取締役

海外事業・

上海事務所

担当　　　　　　

　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　

一 ノ 瀬 裕 幸 昭和34年２月27日生

昭和58年４月 ㈱都市整備計画研究所　入社

(注)3 7

昭和60年７月 当社 入社

平成11年４月 当社 調査事業本部営業企画一部長

平成15年12月 当社 理事マーケティング情報事業

部長

平成16年３月 英徳知市場諮詢（上海）有限公司

董事（現任）

平成16年６月 当社 取締役マーケティング情報事

業部長

平成17年４月 ㈱プラメド取締役（現任）

平成17年４月 当社 取締役営業本部長

平成18年４月 当社 取締役経営企画部長

平成19年３月 ティー・エムマーケティング㈱代

表取締役会長

平成20年４月  当社 取締役（現任）

平成20年７月 株式会社インテージ・タイ取締役

会議長（現任）

取締役

リサーチ

フィールド

再構築担当

一 ノ 瀬　　茂 昭和22年12月15日生

昭和48年４月 当社 入社

(注)3 5

昭和63年４月 当社 調査事業部消費者パネル部長

平成12年４月 当社 調査事業本部副本部長

平成13年12月 ㈱エム・アール・エス（現 ㈱イン

テージリサーチ）代表取締役社長

平成18年４月 当社 理事カスタムリサーチユニッ

トディレクター

平成18年６月 当社 取締役カスタムリサーチユ

ニットディレクター

平成19年５月 ㈱インテージ・インタラクティブ

取締役

平成20年４月

平成21年４月

 当社 取締役経営企画部長

 当社 取締役（現任）

平成21年４月  ㈱インテージ・インタラクティブ代 

 表取締役社長（現任）

平成21年５月 ティー・エムマーケティング㈱取

締役（現任）
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取締役

マーケティ
ン グ ソ
リューショ
ン第2ユニッ
トディレク
ター、マーケ
ティングイ
ノベーショ
ンユニット
・ マ ー ケ
ティングソ
リューショ
ン第1ユニッ
ト・カスタ
ムリサーチ
事業担当

横　田　　　進 昭和31年10月６日生

昭和55年４月当社 入社

(注)3 13

平成12年４月 当社 調査事業本部コンシューマー

 パネル企画室部長

平成18年４月 当社 営業本部長

平成18年６月 当社 取締役営業本部長

平成21年４月 当社 取締役マーケティングソリュー

ション第2ユニットディレクター（現

任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

取締役

営業本部長

医薬品開発

支援事業担

当

石 塚 　純 晃 昭和34年１月10日生

昭和57年４月 当社 入社

(注)3 4

平成13年４月 当社 システムソリューション事業
部旅行システム部長

平成17年４月 当社 営業本部副本部長

平成18年６月 当社 取締役営業本部副本部長

平成19年５月 ㈱アスクレップ取締役（現任）

平成20年４月  当社 取締役ビジネスソリューション

ユニットディレクター

平成21年４月 当社 取締役営業本部長（現任）

取締役

事業開発本

部長、テク

ノロジー本

部担当

宮 首 　賢 治 昭和32年12月10日生

昭和55年４月 当社 入社

(注)3 1

平成14年４月 当社 システムソリューション事業
部副事業部長

平成15年４月 当社 システムソリューション事業
部企画部長

平成17年４月 当社 ソリューション本部長
平成18年４月 当社 営業本部営業企画部長
平成19年６月 当社 取締役インキュベーションセ

ンター長

平成20年４月 当社 取締役事業開発本部長（現
任）

取締役

ビジネスソ

リューショ

ンユニット

デ ィ レ ク

ター、シス

テム事業・

ヘルスケア

分野担当

松　本　　享 昭和27年７月３日

昭和48年４月 当社 入社

(注)3 0

平成11年４月  当社 システム事業本部ＢＳセンタ 

 ー営業推進部部長

平成17年４月  当社 ソリューション本部副本部長

平成20年４月  当社 ビジネスソリューションユニ 

 ット　副ディレクター

平成21年６月  当社 取締役ビジネスソリューショ

 ンユニット　ディレクター(現任）

取締役 　 上 原　 征 彦 昭和19年４月９日

昭和43年４月 日本勧業銀行入行

(注)3

 
－

 

昭和61年４月  明治学院大学経済学部教授
平成16年４月 明治大学　専門職大学院　グローバ

ル・ビジネス研究科　教授(現任）
平成20年５月 社団法人　日本通信販売協会　会長

（現任）
平成21年６月 当社 取締役（現任）

常勤監査役 　 黒　須　　　毅 昭和22年９月11日生

昭和46年４月 当社 入社

(注)4 21

平成９年６月 当社 取締役経営推進部長
平成13年４月 当社 取締役
平成13年４月 ㈱インテージ長野代表取締役社長
平成15年６月 当社 理事
平成15年６月 ㈱インテージ長野代表取締役社長
平成16年６月 当社 常勤監査役(現任)
平成17年４月 ㈱プラメド監査役（現任）
平成18年６月 ㈱アスクレップ監査役（現任）

平成19年５月  ㈱インテージ・インタラクティブ監

 査役（現任）
平成20年４月 ㈱アスクレップ・メディオ監査役

（現任）

常勤監査役 　 伊 藤 喜 代 司 昭和24年２月７日生

昭和42年４月 日特金属㈱ 入社

(注)4 17

昭和45年10月 当社 入社
平成13年４月 当社 総務部長
平成15年６月 当社 常勤監査役(現任)
平成18年５月 ㈱インテージ長野監査役（現任）
平成18年５月 ㈱インテージリンクス（現 ㈱イン

テージ・アソシエイツ）監査役
（現任）

平成19年５月 ㈱インテージリサーチ監査役（現
任）

監査役 　 高　木　　　賢 昭和18年８月14日生

昭和42年４月 農林省 入省

(注)4 1

平成８年１月 農産園芸局長
平成10年７月
平成11年７月

大臣官房長
食糧庁長官

平成14年10月 弁護士(第二東京弁護士会所属)(現
任)

平成15年６月 当社 監査役(現任)

監査役 　 斉　藤　紀　夫 昭和21年３月11日生

昭和44年４月 日本アイ・ビー・エム㈱ 入社

(注)4 0

平成14年３月 同社 取締役人事・組織担当
平成15年６月 同社 常勤監査役
平成18年３月
平成19年３月

同社 顧問（現任）
ティー・エムマーケティング㈱監
査役（現任）

平成19年６月  当社 監査役(現任)
平成21年６月 ＪＢＣＣホールディングス株式会

社監査役(現任)

計 140

(注) １　取締役 上原 征彦は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
２　監査役 高木 賢及び斉藤 紀夫は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
３　平成21年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から１年間であります。
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４　平成19年６月22日開催の定時株主総会の終結の時から４年間であります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、多数のステークホルダーより成り立っている企業として、業績の向上に止まらず、経営の健全

性、公正性、透明性等の確保が重要な責務であると認識しております。

グループのすべての役員および社員が企業活動を行う上で守られなければならない指針として「イ

ンテージグループ企業倫理憲章」を定め、これに基づく基本的な考え方と行動のあり方を「社員行動基

準」として設定し、遵法精神にのっとり健全な事業活動を進めるよう努めております。

　

①会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

イ 会社の機関の基本説明

当社は、委員会等設置会社ではなく、「監査役制度」採用会社であります。経営全般について客観的

な立場からの意見を取り入れるべく、社外取締役１名を選任しており、取締役会において経営全般につ

いて意見を表明し、取締役会での審議・決議に反映しております。また、社外監査役については、監査役

４名中２名を選任しており、常勤監査役とともに取締役会へ出席し、取締役の業務執行を監査し、牽制

する機能を果たしております。なお、社外取締役、社外監査役は非常勤であります。

　また、有価証券報告書提出日（平成21年６月24日）現在において、当社の社外監査役である高木賢氏

は当社普通株式1,799株、斉藤紀夫氏は当社普通株式359株を保有しております。

　なお、当社と社外取締役、社外監査役との間に、それ以外の特別な利害関係はありません。

　

ロ 内部統制システムの整備の状況

当社は、定例の取締役会を月１回開催するほか、必要に応じて適時に開催しております。また、経営方

針と諸施策、事業運営にあたっての諸連絡に関する報告・審議・決定の機関として取締役及び常勤監

査役、並びに事業部門の責任者、子会社社長が出席する経営会議を月２回開催しております。なお、取締

役会の機能を支援し、諸事項に関する報告、審議を行い、経営効率を向上させるため、常勤取締役および

常勤監査役が出席する経営推進会を毎週開催しております。このように、当社では、十分な議論を経て

経営諸課題を決定するプロセスが確立しております。

　

　ハ 内部監査及び監査役監査の状況

当社の内部監査を主管しております内部監査室は、社長直轄の組織であり、室員７名で構成されてお

ります。経営理念・経営方針ならびに各種規程に基づき、組織運営、業務の遂行が公正、的確、効果的に

行われているかという視点で随時内部監査を実施しております。監査手続につきましては、当社「内部

監査規程及び実施細則」に基づき、監査計画の策定、監査の実施、監査結果の報告、改善状況の確認を

行っております。

当社の監査役会は常勤監査役２名及び社外監査役２名で構成されております。監査役会が定めた監

査方針に従い、取締役会並びに重要な会議に出席し、経営に関わる意思決定の過程を監視するととも

に、適宜意見の表明を行うほか、適時業務執行状況の把握及び適法性について監査を行っております。

なお、内部監査室及び監査役会は、双方の監査の有効性と効率性の向上を図ることを目的として、定

例の連絡会を開催しております。当連絡会では、期初の監査の方針と計画を確認し、期中および期末は

適宜、内部監査の状況について報告を受け意見交換するなど、緊密な連携を図っております。

また、内部監査室及び監査役会は、会計監査人と相互に監査についての意見交換、監査状況について

の情報交換を行うなど、緊密な連携を保っております。

　

　ニ 会計監査の状況

当社では、会計監査につきましては、あずさ監査法人の指定社員業務執行社員の井上智由氏、守谷徳

行氏に依頼し、正確な会計情報を報告することに努めております。当社の会計監査業務にかかる補助者

は、公認会計士７名、その他６名であります。
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②リスク管理体制の整備の状況

当社のリスク管理につきましては、「内部統制の基本方針」に基づき、担当取締役を統括責任者と

し、各ユニットの代表者及びグループ各社の代表者から構成される内部統制推進委員会を設置し、リス

クを認識、評価する仕組み、リスク管理に関する規程の整備を行うとともに、リスク管理の実効性を高

めるために、マネジメントシステム委員会と連携・連動し、当社グループのリスク管理を横断的に統括

することとしております。

　また、認証取得しているISO9001の制度に従って、品質管理につきましても、定期的に社内外の監査を

受けております。この他、取得済みのプライバシーマークによる個人情報の保護制度を当社グループ全

体に適用して運用するとともに、当社グループの企業倫理憲章、当社の企業理念と社員行動基準を集約

したコンプライアンス・ハンドブックを作成、配布し、社員に徹底を図っております。さらに、企業倫理

憲章、社員行動基準を遵守するコンプライアンス体制の一環として、当社顧問法律事務所へのコンプラ

イアンス専用ホットラインを設置しております。

　

　

③役員報酬の内容
　

区分 社内取締役 社外取締役 社内監査役 社外監査役

　 百万円 百万円 百万円 百万円

定款又は株主総会決議に基づく報酬 190 4 31 7

株主総会決議に基づく退職慰労金 ─ ─ ─ ─

計 190 4 31 7

（注）なお、上記金額には、社内取締役である使用人兼務取締役の使用人分給与（賞与を含む）
      17百万円は、含んでおりません。
　

　

④責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役、各社外監査役及び会計監査人は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法423条

第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、いずれも法令が定める額としております。

　

⑤取締役の定数

当社の取締役は20名以内とする旨定款に定めております。
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⑥株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することがで

きる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定

款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円

滑な運営を行うことを目的とするものであります。

　

⑦取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

　また取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨を定款で定めております。

　

⑧株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

自己株式の取得および中間配当

　当社は、機動的な資本政策等の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の

決議により、市場取引等による自己株式の取得を行なうことができる旨および取締役会決議によって、毎

年９月３０日基準日として中間配当を行うことができる旨を定款で定めております。

　

⑨取締役および監査役の責任免除

当社は取締役および監査役が期待される役割を十分に発揮できることを目的として、会社法第426条第

１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役および監査役（取締役および監査役であった者を含

む）の損害賠償責任を法令の限度において、取締役会の決議によって免除できる旨を定款で定めており

ます。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 ─ ─ 51 ─

連結子会社 ─ ─ ─ ─

計 ─ ─ 51 ─

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　

　

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬に対する監査報酬の決定方針としましては、監査計画に基

づき算出された報酬見積額の妥当性を検討し、監査報酬を決定しております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成19年４月１日から平成

20年３月31日まで)及び前事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)並びに当連結会計年度

(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)及び当事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日

まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,480,530 3,393,655

受取手形及び売掛金 6,453,783 6,299,126

たな卸資産 1,681,863 －

仕掛品 － 1,257,037

貯蔵品 － 40,162

繰延税金資産 727,805 731,479

その他 310,241 390,816

貸倒引当金 △2,810 △2,689

流動資産合計 12,651,413 12,109,588

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 4,846,410 5,268,103

減価償却累計額 △2,929,026 △3,156,834

建物及び構築物（純額） 1,917,383 2,111,268

器具備品 916,442 1,162,924

減価償却累計額 △486,478 △619,422

器具備品（純額） 429,963 543,502

土地 1,998,156 1,998,156

リース資産 － 254,823

減価償却累計額 － △21,787

リース資産（純額） － 233,036

その他 420 420

減価償却累計額 △74 △198

その他（純額） 345 221

有形固定資産合計 4,345,848 4,886,186

無形固定資産

のれん 1,091,106 806,557

その他 988,356 997,811

無形固定資産合計 2,079,463 1,804,369

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 208,393

※1
 197,924

繰延税金資産 1,042,512 957,657

その他 942,791 1,224,509

貸倒引当金 △8,505 －

投資その他の資産合計 2,185,192 2,380,091

固定資産合計 8,610,505 9,070,647

資産合計 21,261,918 21,180,236
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 1,815,750 1,601,309

短期借入金 ※2
 2,787,420

※2
 1,942,300

1年内償還予定の社債 1,000,000 －

未払法人税等 794,676 831,196

賞与引当金 1,361,118 1,321,194

ポイント引当金 9,300 36,743

役員賞与引当金 38,000 27,800

その他 1,159,221 982,269

流動負債合計 8,965,486 6,742,814

固定負債

長期借入金 ※2
 －

※2
 564,000

退職給付引当金 1,979,073 2,058,220

役員退職慰労引当金 29,000 29,000

その他 － 195,621

固定負債合計 2,008,073 2,846,841

負債合計 10,973,560 9,589,656

純資産の部

株主資本

資本金 1,681,400 1,681,400

資本剰余金 1,336,688 1,336,688

利益剰余金 7,403,581 8,722,229

自己株式 △247,406 △247,406

株主資本合計 10,174,263 11,492,911

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 13,409 10,418

繰延ヘッジ損益 － 1,947

為替換算調整勘定 1,960 △19,498

評価・換算差額等合計 15,369 △7,132

少数株主持分 98,725 104,800

純資産合計 10,288,358 11,590,580

負債純資産合計 21,261,918 21,180,236
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②【連結損益計算書】
（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

売上高 33,104,564 34,345,787

売上原価 22,755,051 23,870,281

売上総利益 10,349,513 10,475,505

販売費及び一般管理費 ※1, ※2
 7,034,793

※1, ※2
 7,154,845

営業利益 3,314,720 3,320,659

営業外収益

受取利息 3,599 4,046

受取配当金 8,130 23,660

受取保険金及び配当金 23,186 26,573

生保事務代行手数料 4,672 5,476

有価証券償還益 7,048 －

補助金収入 11,142 －

違約金収入 － 15,394

その他の営業外収益 11,099 12,462

営業外収益合計 68,877 87,612

営業外費用

支払利息 44,467 46,664

支払手数料 8,360 9,077

器具備品等除却損 3,923 31,599

その他の営業外費用 10,390 3,569

営業外費用合計 67,141 90,910

経常利益 3,316,456 3,317,361

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 8,617

有形固定資産売却益 ※3
 5,893

※3
 －

投資有価証券売却益 15,540 －

特別利益合計 21,433 8,617

特別損失

移転関連費用 ※4
 14,454

※4
 －

有形固定資産売却損 ※5
 3,091

※5
 －

特別退職金 11,836 －

固定資産除却損 ※6
 －

※6
 107,586

投資有価証券評価損 － 6,940

減損損失 ※7
 －

※7
 7,425

特別損失合計 29,382 121,952

税金等調整前当期純利益 3,308,507 3,204,026

法人税、住民税及び事業税 1,347,757 1,389,506

法人税等調整額 122,882 83,233

法人税等合計 1,470,639 1,472,739

少数株主利益 72,256 2,763

当期純利益 1,765,611 1,728,523
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,681,400 1,681,400

当期末残高 1,681,400 1,681,400

資本剰余金

前期末残高 1,125,788 1,336,688

当期変動額

新株の発行 210,900 －

当期変動額合計 210,900 －

当期末残高 1,336,688 1,336,688

利益剰余金

前期末残高 5,947,657 7,403,581

当期変動額

剰余金の配当 △309,686 △409,875

当期純利益 1,765,611 1,728,523

当期変動額合計 1,455,924 1,318,647

当期末残高 7,403,581 8,722,229

自己株式

前期末残高 △7,406 △247,406

当期変動額

自己株式の取得 △240,000 －

当期変動額合計 △240,000 －

当期末残高 △247,406 △247,406

株主資本合計

前期末残高 8,747,439 10,174,263

当期変動額

新株の発行 210,900 －

剰余金の配当 △309,686 △409,875

当期純利益 1,765,611 1,728,523

自己株式の取得 △240,000 －

当期変動額合計 1,426,824 1,318,647

当期末残高 10,174,263 11,492,911
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 41,285 13,409

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△27,876 △2,990

当期変動額合計 △27,876 △2,990

当期末残高 13,409 10,418

繰延ヘッジ損益

前期末残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ 1,947

当期変動額合計 － 1,947

当期末残高 － 1,947

為替換算調整勘定

前期末残高 △346 1,960

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

2,306 △21,458

当期変動額合計 2,306 △21,458

当期末残高 1,960 △19,498

評価・換算差額等合計

前期末残高 40,938 15,369

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△25,569 △22,502

当期変動額合計 △25,569 △22,502

当期末残高 15,369 △7,132

少数株主持分

前期末残高 246,593 98,725

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △147,867 6,075

当期変動額合計 △147,867 6,075

当期末残高 98,725 104,800

純資産合計

前期末残高 9,034,971 10,288,358

当期変動額

新株の発行 210,900 －

剰余金の配当 △309,686 △409,875

当期純利益 1,765,611 1,728,523

自己株式の取得 △240,000 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △173,437 △16,426

当期変動額合計 1,253,387 1,302,221

当期末残高 10,288,358 11,590,580
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 3,308,507 3,204,026

減価償却費 740,652 939,383

減損損失 － 7,425

のれん償却額 279,625 284,549

退職給付引当金の増減額（△は減少） △181,792 79,146

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △6,300 －

賞与引当金の増減額（△は減少） 89,654 △39,923

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 1,000 △10,200

貸倒引当金の増減額（△は減少） 9,963 △8,626

ポイント引当金の増減額（△は減少） 9,300 27,442

受取利息及び受取配当金 △11,729 △27,706

支払利息 44,467 46,664

移転関連費用 4,074 －

器具備品等除却損 3,923 31,599

固定資産除却損 － 107,586

有形固定資産売却損 3,091 －

有形固定資産売却益 △5,893 －

投資有価証券償還損益（△は益） △7,048 －

投資有価証券売却損益（△は益） △15,540 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 6,940

売上債権の増減額（△は増加） △209,984 89,610

たな卸資産の増減額（△は増加） △99,398 383,337

仕入債務の増減額（△は減少） △9,554 △214,101

未払消費税等の増減額（△は減少） △33,967 △2,416

その他 △198,084 △272,511

小計 3,714,966 4,632,228

利息及び配当金の受取額 11,730 27,758

利息の支払額 △47,797 △46,979

法人税等の支払額 △1,437,190 △1,422,056

法人税等の還付額 6,204 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,247,912 3,190,950

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △118,645 △119,280

定期預金の払戻による収入 113,874 115,600

有形固定資産の取得による支出 △340,964 △868,977

有形固定資産の売却による収入 68,971 －

投資有価証券の取得による支出 △87,940 △1,513

投資有価証券の売却による収入 65,540 －

有価証券の償還による収入 37,048 －

貸付けによる支出 △2,800 △1,700

貸付金の回収による収入 1,948 2,257

無形固定資産の取得による支出 △531,190 △620,184

関係会社株式の取得による支出 △204,259 －

事業譲受による支出 ※2
 △14,500

※2
 －

差入保証金の差入による支出 △5,370 △1,497

差入保証金の回収による収入 1,757 1,655

その他 △16,881 △60,454

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,033,412 △1,554,094

EDINET提出書類

株式会社インテージ(E05239)

有価証券報告書

 47/114



（単位：千円）

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 8,880,000 7,420,000

短期借入金の返済による支出 △8,270,016 △8,348,320

長期借入れによる収入 － 1,200,000

長期借入金の返済による支出 △604,380 △552,800

リース債務の返済による支出 － △23,329

社債の償還による支出 － △1,000,000

少数株主からの払込みによる収入 － 5,010

自己株式の取得による支出 △240,000 －

配当金の支払額 △311,781 △408,523

財務活動によるキャッシュ・フロー △546,177 △1,707,963

現金及び現金同等物に係る換算差額 4,810 △19,447

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 673,133 △90,554

現金及び現金同等物の期首残高 2,721,032 3,394,165

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 3,394,165

※1
 3,303,611
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数　　　　７社　

主要な連結子会社の名称

　　㈱アスクレップ

　　㈱インテージリサーチ

　　㈱インテージ長野

　　㈱インテージリンクス

　　㈱インテージ・インタラクティブ

　　ティー・エムマーケティング㈱

　　英徳知市場諮詢(上海)有限公司

(1) 連結子会社の数　　　　９社　

主要な連結子会社の名称

　　㈱アスクレップ

　　㈱インテージリサーチ

　　㈱インテージ長野

　　㈱インテージ・アソシエイツ

　　㈱インテージ・インタラクティブ

　　ティー・エムマーケティング㈱

　　英徳知市場諮詢(上海)有限公司

　　㈱アスクレップ・メディオ

　　㈱インテージ・タイ

 

 

　　なお、当連結会計年度において、新た

に設立した㈱アスクレップ・メディ

オ及び㈱インテージ・タイを連結の

範囲に含めております。

　また、㈱インテージリンクスは平成

20年４月１日付で㈱インテージ・ア

ソシエイツに商号変更しておりま

す。

 

　 (2) 非連結子会社

―――――――

(2) 非連結子会社

―――――――

 

２　持分法の適用に関する事

項

 持分法を適用しない関連会社の名称

　　㈱プラメド

持分法を適用しない理由

　持分法非適用会社は、当期純損益及

び利益剰余金などに及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としても重要性

がないため、持分法の適用から除外

しております。

 持分法を適用しない関連会社の名称

同　　左

 

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

　決算日が連結決算日と異なる場合の

内容等

　英徳知市場諮詢(上海)有限公司の決

算日は、12月31日であります。連結財

務諸表を作成するに当たっては同日現

在の財務諸表を使用し、連結決算日と

の間に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。

　決算日が連結決算日と異なる場合の

内容等

　　英徳知市場諮詢(上海)有限公司及び㈱

インテージ・タイの決算日は、12月31

日であります。連結財務諸表を作成す

るに当たっては同日現在の財務諸表を

使用し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要な調

整を行っております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

４　会計処理基準に関する事
項

　 　

　(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法

イ　有価証券
　　その他有価証券
　　　時価のあるもの
　　　期末日の市場価格等に基づく時価

法によっております。
　　　(評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法
により算定しております。)

イ　有価証券
　　その他有価証券
　　　時価のあるもの
　　　　　　同　　左
　
　

　 　　　時価のないもの
　　　移動平均法による原価法によって

おります。

　　　時価のないもの
　　　　　　同　　左

　 ロ　たな卸資産
　　仕掛品
　　個別法による原価法によっておりま
す。

ロ　たな卸資産
　　仕掛品
　　個別法による原価法（収益性の低下
による簿価切下げの方法）によって
おります。
 

　　貯蔵品
　　最終仕入原価法による原価法（収益
性の低下による簿価切下げの方法）
によっております。
 

　　（会計方針の変更）
　　当連結会計年度より、「棚卸資産の
評価に関する会計基準」（企業会計
基準第９号　平成18年７月５日公表
分）を適用しております。
　これにより営業利益、経常利益及び
税金等調整前当期純利益は、それぞ
れ78,661千円減少しております。
　なお、セグメント情報に与える影響
は、当該箇所に記載しております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　(2) 重要な減価償却資産の
     減価償却の方法

イ　有形固定資産
    建物（附属設備を除く）
 (イ) 平成10年3月31日以前に取得
      したもの
      旧定率法によっております。
 (ロ) 平成10年4月1日から平成19年
      3月31日までに取得したもの
      旧定額法によっております。
 (ハ) 平成19年4月1日以降に取得 
　　 したもの
　　 定額法によっております。　　 
　　建物以外
 (イ) 平成19年3月31日以前に取得
      したもの
      旧定率法によっております。
 (ロ) 平成19年4月1日以降に取得し
      たもの
      定率法によっております。

（会計方針の変更）
  法人税法の改正（（所得税法等の
一部を改正する法律　平成19年3月30
日　法律第6号）及び（法人税法施行
令の一部を改正する政令　平成19年3
月30日　政令第83号））に伴い、平成
19年4月1日以降に取得したものにつ
いては、改正後の法人税法に基づく
方法に変更しております。
　当該変更に伴う損益に与える影響
は軽微であります。
  （追加情報）
  なお、平成19年3月31日以前に取得
したものについては、償却可能限度
額まで償却が終了した翌年から5年
間で均等償却する方法によっており
ます。
　当該変更に伴う損益に与える影響
は軽微であります。

　

イ　有形固定資産（リース資産を除く）
    建物（附属設備を除く）
 (イ) 平成10年3月31日以前に取得
      したもの
      旧定率法によっております。
 (ロ) 平成10年4月1日から平成19年
      3月31日までに取得したもの
      旧定額法によっております。
 (ハ) 平成19年4月1日以降に取得 
　 　 したもの
　　  定額法によっております。　
　 建物以外
 (イ) 平成19年3月31日以前に取得
      したもの
      旧定率法によっております。
 (ロ) 平成19年4月1日以降に取得し
      たもの
      定率法によっております。　　 

　 ロ　無形固定資産
定額法によっております。
なお、耐用年数については、法人税法
に規定する方法と同一の基準によっ
ております。
ただし、自社利用のソフトウェアに
ついては、社内における見込利用可
能期間(３年)に基づく定額法によっ
ております。

ロ　無形固定資産（リース資産を除く）　
　定額法によっております。
　なお、耐用年数については、法人　　　　税
法に規定する方法と同一の基準によって
おります。
　ただし、自社利用のソフトウェアについ
ては、社内における見込利用可能期間(３
年)に基づく定額法によっております。
 
 

　 　　──────────

 
　

ハ　リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取
引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を
ゼロとする定額法によっております。
　なお、リース取引会計基準の改正適用初
年度開始前の所有権移転外ファイナンス
・リース取引については、通常の賃貸借
取引に係る方法に準じた会計処理によっ
ております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　(3) 重要な引当金の計上基準 イ　貸倒引当金　
債権の貸倒れによる損失に備える
ため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検
討し、回収不能見込額を計上してお
ります。

イ　貸倒引当金
　　　　　　同　　左

　 ロ　賞与引当金　
従業員に対する賞与の支給に備え
るため、支給見込額を計上しており
ます。

ロ　賞与引当金
　　　　　　同　　左

　 ハ　ポイント引当金　
連結子会社である㈱インテージ・
インタラクティブは調査モニターへ
の謝礼ポイントの支払に備えるた
め、当連結会計年度末における支払
見込額を計上しております。　 
 

（追加情報）
連結子会社である㈱インテージ・
インタラクティブはインターネット
モニターへの謝礼ポイントの支払に
備えるため、当連結会計年度より、ポ
イント引当金を計上しております。
これによる損益に与える影響額は
軽微であります。 
 

ハ　ポイント引当金
　連結子会社である㈱インテージ・イン
タラクティブは調査モニターへの謝礼
ポイントの支払に備えるため、当連結会
計年度末における支払見込額を計上し
ております。　
 

　 ニ　役員賞与引当金　
役員賞与の支出に備えて、当連結
会計年度における支給見込額の当連
結会計期間負担額を計上しておりま
す。 
 

ニ　役員賞与引当金
　　　　　　同　　左
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　(3) 重要な引当金の計上基準
 

ホ　退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当連結会計年度末において発生して

いると認められる額を計上しており

ます。

　　数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(15年)

による定額法により、それぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理して

おります。

　　過去勤務債務は、その発生時に一括

処理しております。

ホ　退職給付引当金

　　　　　　同　　左

　

　

　

　 ヘ　役員退職慰労引当金

　　当社は、役員に対する退職慰労金の

支給に備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しております。

　　なお、平成15年６月に役員退職慰労

金制度を廃止しており、役員退職慰

労引当金残高は従前の制度による在

任役員に対する支給予定額でありま

す。

ヘ　役員退職慰労引当金

同　　左
 

　(4) 重要なリース取引の処

理方法

 
 
　(5) 重要なヘッジ会計の方

針
 

　　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。
 

──────────

 

──────────

 

 

 
①　ヘッジ会計の方法
　　繰延ヘッジ処理を採用しておりま
す。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
　　外貨建予定取引の為替変動リスクに
対するヘッジとして為替予約取引を
行っております。

③　ヘッジ方針
　　内規に基づき、外貨建取引に係る為
替変動リスクを回避する目的で為替
予約取引を行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法
　　為替予約取引の実行時に、実行金額
を外貨建予定取引に対して振当てて
いるため、その後の為替相場の変動
による相関関係は完全に確保されて
いるので決算日における有効性の評
価を省略しております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　(6) 在外連結子会社の会計

処理基準

　　在外連結子会社が採用している会計

処理基準は、当該国で一般に公正と

認められている基準によっておりま

す。
 

──────────

 
 

　(7) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　　消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。

　同　　左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によっておりま

す。

　同　　左

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

 

　　のれん及び負ののれんの償却につい

ては、５年間で均等償却しておりま

す。なお、金額が僅少の場合は当該金

額の生じた期の損益としておりま

す。

　同　　左

 

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資からなっており

ます。

　同　　左
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

──────────

 

──────────

 

 

 

（リース取引に関する会計基準等）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっておりましたが、当連結会計年度より、「リース

取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成

５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年

３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６

年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、

平成19年３月30日改正））を適用し、通常の売買取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。

　なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

　当該変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。

 

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に

関する当面の取扱い）

　当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在

外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対

応報告第18号　平成18年５月17日）を適用し、連結上必

要な修正を行っております。

　当該変更に伴う損益に与える影響はありません。

 

 

　

　【表示方法の変更】

　

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

──────────

 

 

（連結貸借対照表）

　財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成20

年８月７日内閣府令第50号）が適用となることに伴い、

前連結会計年度において、「たな卸資産」として掲記さ

れたものは、当連結会計年度から「仕掛品」、「貯蔵

品」に区分掲記しております。なお、前連結会計年度の

「たな卸資産」に含まれる「仕掛品」、「貯蔵品」は、

それぞれ1,656,404千円、25,458千円であります。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。

　投資有価証券(株式)　　　　　50,020千円

　

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりであります。

　投資有価証券(株式)　　　    　50,020千円

　

※２　当社においては、資金調達の安定性を確保しつつ、

必要に応じた機動的な資金調達を行うことにより、

資金効率の向上を図ることを目的として、コミット

メントライン契約を締結しております。

当連結会計年度末におけるコミットメントライ

ン契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであり

ます。

　なお、本契約には財務制限条項が付されておりま

す。

※２　当社においては、資金調達の安定性を確保しつつ、

必要に応じた機動的な資金調達を行うことにより、

資金効率の向上を図ることを目的として、コミット

メントライン契約を締結しております。

当連結会計年度末におけるコミットメントライ

ン契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであり

ます。

　なお、本契約には財務制限条項が付されておりま

す。

コミットメントライン設定金額　 4,000,000千円

借入実行残高 2,400,000 〃

借入未実行残高 1,600,000千円

　

コミットメントライン設定金額　 4,000,000千円

借入実行残高 1,500,000 〃

借入未実行残高 2,500,000千円
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給与手当 2,638,627千円

賞与引当金繰入額 559,182 〃

退職給付費用 209,505 〃

法定福利費 535,830 〃

役員賞与引当金繰入額 38,000 〃

貸倒引当金繰入額 9,963 〃

のれん償却額 279,625 〃

業務委託費 406,784 〃
 

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給与手当 2,532,850千円

賞与引当金繰入額 550,175 〃

退職給付費用 225,533 〃

役員賞与引当金繰入額 27,800 〃

のれん償却額 284,549 〃

　 　

　  

　 　
 ※２　一般管理費に含まれる研究開発費は、23,491千円で

あります。

 

※３　有形固定資産売却益の内訳

　　　　　　土地　　　　　　　　　　　　5,893千円

 

※４　移転関連費用の内容は次のとおりであります。

固定資産除却損 4,074千円

原状回復費用 5,700 〃

解約違約金等 3,981 〃

その他 699 〃

計 14,454千円

 

※２　一般管理費に含まれる研究開発費は、68,569千円で

あります。

 

※３　        ──────────

 

 
※４　        ──────────

※５　有形固定資産売却損の内訳

　　　　　　建物　　　　　　　　　　　　3,091千円

 

※６　        ──────────

 

 

※７　        ──────────

 

 

※５　        ──────────

 

 

※６　固定資産除却損の内訳

　　　　　ソフトウェア               107,586千円

 

※７　減損損失

　　　当連結会計年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上いたしました。

　 (1)　グルーピング方法

当社グループにおいては、継続的に収支の把握が

なされている単位を基礎として算定しており、事業

資産、共用資産、賃貸資産、遊休資産ごとにグルーピ

ングを行っております。

　 (2)　内容

地域・用途 種類・減損損失

RepTrackソフトウェア　7,131千円

事業資産 リース資産　　 294 〃

合　計 7,425千円

RepTrack（事業資産）については、減損の兆候を

認識しており、将来の回収可能性を検討した結果、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失（7,425千円）として特別損失に計上いたし

ました。

  なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値

により測定しておりますが、将来キャッシュ・フ

ローがマイナスであるため、回収可能価額を零とし

て評価しております。
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 10,330,000 74,000 － 10,404,000
　

(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　ティー・エムマーケティング㈱（連結子会社）の完全子会社化を目的とした簡易株式交換の実施に伴う新株の

発行による増加　 74,000株

　

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 7,109 150,000 － 157,109
　

(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　取締役会決議による取得による増加　　150,000株

　

　

　

　
３　新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。
　
４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月22日
定時株主総会

普通株式 309,686 30平成19年３月31日 平成19年６月25日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 409,875 40平成20年３月31日 平成20年６月25日
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当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 10,404,000 － － 10,404,000
　

　

　

　

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 157,109 － － 157,109
　

　

　

　

　

　

　
３　新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。
　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月24日
定時株主総会

普通株式 409,875 40平成20年３月31日 平成20年６月25日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 512,344 50平成21年３月31日 平成21年６月25日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表
　　に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,480,530千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △86,364 〃

現金及び現金同等物 3,394,165千円

 

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表
　　に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,393,655千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △90,044 〃

現金及び現金同等物 3,303,611千円

 

※２　営業譲受により取得した資産の主な内容は以下の

とおりであります。

無形固定資産（ソフトウェア） 14,500千円

合計：営業譲受による支出 14,500千円

 

※２　        ──────────　
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(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(借主側)

　リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引

(借主側)

　

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

器具備品 2,236,8061,131,0331,105,773

無形固定資産
その他
(ソフトウェア)

98,14335,68662,456

合計 2,334,9501,166,7191,168,230

　

　
取得価額

相当額

(千円)

減価償却

累計額

相当額

(千円)

減損損失

累計額

相当額

(千円)

期末残高

相当額

(千円)

器具備品 1,613,386867,249294745,842

無形固定資産
その他
(ソフトウェア)

76,04039,466 ─ 36,573

合計 1,689,427906,715294782,416

　

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 434,253千円

１年超 　784,265  〃

合計 1,218,518千円

②　未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額
１年以内 321,939千円

１年超 470,358  〃 

合計 792,298千円

リース資産減損勘定の残高 294千円

 

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 493,692千円

減価償却費相当額 483,132 〃

支払利息相当額 18,096 〃

③　支払リース料、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失

支払リース料 453,007千円

減価償却費相当額 428,432 〃

支払利息相当額 19,966 〃

減損損失 294 〃

 

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　減価償却費相当額の算定方法

　　・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。
 
　　利息相当額の算定方法

　　・リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　減価償却費相当額の算定方法

　　・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。
 
　　利息相当額の算定方法

　　・リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。
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(有価証券関係)

１　その他有価証券で時価のあるもの

①連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

　

　
前連結会計年度

（平成20年３月31日）
当連結会計年度

（平成21年３月31日）

種類
取得原価
(千円)

連結貸借対照表
計上額(千円)

差額
(千円)

取得原価
(千円)

連結貸借対照表
計上額(千円)

差額
(千円)

株式 23,952 51,755 27,803 27,605 45,718 18,112

債券 ─ ─ ─ ─ ─ ─

その他 ─ ─ ─ ─ ─ ─

合計 23,952 51,755 27,803 27,605 45,718 18,112

　

②連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

　

　
前連結会計年度

（平成20年３月31日）
当連結会計年度

（平成21年３月31日）

種類
取得原価
(千円)

連結貸借対照表
計上額(千円)

差額
(千円)

取得原価
(千円)

連結貸借対照表
計上額(千円)

差額
(千円)

株式 15,812 10,617 △5,194 13,671 6,185 △7,486

債券 ― ― ― ― ― ―

その他 ― ― ― ― ― ―

合計 15,812 10,617 △5,194 13,671 6,185 △7,486

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　

区　　分
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
当連結会計年度

(自　平成20年４月１日

至　平成20年３月31日) 至　平成21年３月31日)

  売却額(千円) 65,540 ―

  売却益の合計額(千円) 15,540 ―

　 　 　

３　時価評価されていない有価証券

　

区　　分

前連結会計年度
（平成20年３月31日）

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

連結貸借対照表計上額(千円) 連結貸借対照表計上額(千円)

(1) その他有価証券 　 　

非上場株式 96,000 96,000

合計 96,000 96,000

(2) 子会社株式及び関連会社株式 　 　

関連会社株式 50,020 50,020

合計 50,020 50,020
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(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　該当事項はありません。
 
 

 

  

①　取引の内容及び利用目的

　　当社は、外貨建取引の為替相場の変動によるリスクを

軽減するため、為替予約取引を行っております。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ております。

 (1)ヘッジ手段とヘッジ対象
　　（ヘッジ手段）　　（ヘッジ対象）
　　　為替予約　　　　　外貨建予定取引
 (2)ヘッジ方針

　　当社は、外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避

する目的で為替予約取引を行っております。

 (3)ヘッジの有効性評価の方法

　　為替予約取引の実行時に、実行金額を外貨建予定取

引に対して振当てているため、その後の為替相場の

変動による相関関係は完全に確保されているので決

算日における有効性の評価を省略しております。

②　取引に対する取組方針

　　為替予約取引は外貨建予定取引の範囲内で行ってお

り、また投機目的のためのデリバティブ取引は行わな

い方針であります。

③　取引に係るリスクの内容

　　為替予約取引は、為替相場の変動によるリスクを有し

ております。また、デリバティブ取引の契約先は、信用

度の高い国内の銀行であるため、相手先の債務不履行

によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断し

ております。

④　取引に係るリスク管理体制

　　デリバティブ取引の実行及び管理については、社内規

程に基づき経理担当部門が行っております。

 

　

２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　該当事項はありません。
 
 

 

  

　該当事項はありません。

なお、為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を

適用しているので、注記の対象から除いております。
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(退職給付関係)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、

　確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けてお

ります。また、当社においては、従業員の退職に際して、

選択定年制度による割増退職金を支払う場合がありま

す。その他に、一部の連結子会社は、中小企業退職金共

済制度を採用しており、一部の連結子会社は厚生年金

基金制度として東京薬業厚生年金基金に加入しており

ます。

　なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複

数事業主制度に関する事項は次のとおりであります。

 (1) 制度全体の積立状況に関する事項

　（平成20年３月31日現在）

年金資産の額 461,860,591千円

年金財政計算上の給付債務の額 469,729,620 〃

差引額 △7,869,028千円

 
 (2) 制度全体に占める連結子会社の掛金拠出割合

　（自平成19年４月１日　至平成20年３月31日）

　　　　　0.33％

 

 (3) 補足説明

　　上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の　　　

未償却過去勤務債務残高60,021,274千円及び当年度

不足金3,759,721千円から別途積立金55,911,966千円

を控除した額が差異の主な要因であります。　　　　

　本制度における過去勤務債務の償却方法は期間13

年10ヶ月の元利均等償却であり、連結子会社は、当

期の連結財務諸表上、特別掛金17,732千円を費用処

理しております。

　なお、上記(2)の割合は連結子会社の実際の負担割　　

合とは一致しておりません。

 

 (追加情報)

　　当連結会計年度より、「『退職給付に係る会計基準』

の一部改正（その２）」（企業会計基準第14号　　　平

成19年５月15日）を適用しております。

  
 

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、

　確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けてお

ります。また、当社においては、従業員の退職に際して、

選択定年制度による割増退職金を支払う場合がありま

す。その他に、一部の連結子会社は、中小企業退職金共

済制度を採用しており、一部の連結子会社は厚生年金

基金制度として東京薬業厚生年金基金に加入しており

ます。

　なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複

数事業主制度に関する事項は次のとおりであります。

 (1) 制度全体の積立状況に関する事項

　（平成21年３月31日現在）

年金資産の額 415,832,946千円

年金財政計算上の給付債務の額 497,473,070 〃

差引額 △81,640,123千円

 
 (2) 制度全体に占める連結子会社の掛金拠出割合

　（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

　　　　　0.37％

 

 (3) 補足説明

　　上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の　　　

未償却過去勤務債務残高57,689,356千円及び当年度

不足金76,103,012千円から別途積立金52,152,245　　　　

　千円を控除した額が差異の主な要因であります。　　　　

　本制度における過去勤務債務の償却方法は期間13

年10ヶ月の元利均等償却であり、連結子会社は、当

期の連結財務諸表上、特別掛金20,938千円を費用処

理しております。

　なお、上記(2)の割合は連結子会社の実際の負担割　　

合とは一致しておりません。

 

  

２　退職給付債務に関する事項(平成20年３月31日)

①　退職給付債務(注) △5,472,885千円

②　年金資産 3,222,082 〃

③　未積立退職給付債務(①＋②) △2,250,803千円

④　未認識数理計算上の差異 319,789 〃

⑤　連結貸借対照表計上額純額

　(③＋④)
△1,931,014 〃

⑥　前払年金費用 48,060 〃

⑦　退職給付引当金(⑤－⑥) △1,979,073千円

　(注)　連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、

　　　簡便法を採用しております。

 
 
 

２　退職給付債務に関する事項(平成21年３月31日)

①　退職給付債務(注) △5,773,575千円

②　年金資産 2,785,138 〃

③　未積立退職給付債務(①＋②) △2,988,437千円

④　未認識数理計算上の差異 1,235,781 〃

⑤　連結貸借対照表計上額純額

　(③＋④)
△1,752,655 〃

⑥　前払年金費用 305,564 〃

⑦　退職給付引当金(⑤－⑥) △2,058,220千円

　(注)　㈱アスクレップ・メディオを除く連結子会社は、

退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用して

おります。
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　 前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

３　退職給付費用に関する事項（自平成19年４月１日

　至平成20年３月31日)

①　勤務費用(注) 410,742千円

②　選択定年制度に係る費用 40,659 〃

③　利息費用 129,600 〃

④　期待運用収益 △84,342 〃

⑤　数理計算上の差異の費用処理額 470 〃

⑥　厚生年金基金への拠出額 54,440 〃

⑦　過去勤務債務の費用処理額  ─

⑧　退職給付費用
　 (①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦)

551,571千円

　(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

　　　用は、「①勤務費用」に計上しております。
 

３　退職給付費用に関する事項（自平成20年４月１日

　至平成21年３月31日)

①　勤務費用(注) 434,059千円

②　選択定年制度に係る費用 8,296 〃

③　利息費用 130,716 〃

④　期待運用収益 △64,287 〃

⑤　数理計算上の差異の費用処理額 31,375 〃

⑥　厚生年金基金への拠出額 59,348 〃

⑦　過去勤務債務の費用処理額 ─ 

⑧　退職給付費用
　 (①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦)

599,508千円

　(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費

　　　用は、「①勤務費用」に計上しております。
 

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額
　　の期間配分方法

期間定額基準

②　割引率 2.5％

③　期待運用収益率 2.5％

④　数理計算上の差
異の処理年数

15年(各連結会計年度の発生時
における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数による定
額法により、それぞれ発生の翌
連結会計年度から費用処理して
おります。)

⑤　過去勤務債務の
処理年数

発生時に一括処理しておりま
す。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額
　　の期間配分方法

期間定額基準

②　割引率  　2.5％

③　期待運用収益率 　 2.0％

④　数理計算上の差
異の処理年数

15年(各連結会計年度の発生時
における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数による定
額法により、それぞれ発生の翌
連結会計年度から費用処理して
おります。)

⑤　過去勤務債務の
処理年数

発生時に一括処理しておりま
す。
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(ストック・オプション等関係)

　　　該当事項はありません。

　

(税効果会計関係)

　
前連結会計年度

（平成20年３月31日）
当連結会計年度

（平成21年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産) 　

　退職給付引当金 802,344千円

　賞与引当金 553,020 〃

　ソフトウェア 152,860 〃

　未払事業税 69,102 〃

　未払費用 68,689 〃

　貸倒引当金 3,978 〃

　役員退職慰労引当金 11,800 〃

　貸倒損失 29,213 〃

　その他 162,581 〃

　　繰延税金資産小計 1,853,590千円

　評価性引当額 △54,516 〃

　　繰延税金資産合計 1,799,074千円

(繰延税金負債) 　

　その他有価証券評価差額金 △9,199千円

　前払年金費用 △19,555  〃

　繰延税金負債合計 △28,755千円

　繰延税金資産の純額 1,770,318千円

 
 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産) 　

　退職給付引当金 835,383千円

　賞与引当金 536,098 〃

　ソフトウェア 231,794 〃

　未払事業税 64,548 〃

　未払費用 64,638 〃

　役員退職慰労引当金 11,800 〃

　貸倒損失 28,605 〃

　棚卸資産評価損 32,285 〃

　繰越欠損金 53,016 〃

　その他 66,853 〃

　　繰延税金資産小計 1,925,024千円

　評価性引当額 △104,319 〃

　　繰延税金資産合計 1,820,705千円

(繰延税金負債) 　

　その他有価証券評価差額金 △7,147千円

　前払年金費用 △124,420  〃

　繰延税金負債合計 △131,567千円

　繰延税金資産の純額 1,689,137千円

 
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.69 ％

　（調整） 　

　交際費等永久に損金に算入されな
い項目

1.46

　受取配当等永久に益金に算入され
ない項目

△1.46

　住民税均等割額 0.28

　のれん償却 2.66

　その他 0.82

　税効果会計適用後の法人税等の負
担率

44.45 ％

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.69 ％

　（調整） 　

　交際費等永久に損金に算入されな
い項目

1.08　

　受取配当等永久に益金に算入され
ない項目

△0.06

　住民税均等割額 0.31

　のれん償却 2.81

　評価性引当額の増加 1.42

　その他 △0.28

　税効果会計適用後の法人税等の負
担率

45.97 ％
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

　
市場調査・コン
サルティング
(千円)

システムソ
リューション
(千円)

メディカルソ
リューション
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　
　

　 　 　

売上高 　 　
　

　 　 　

(1) 外部顧客に対する売
　　上高

21,795,3546,702,3154,606,89333,104,564─ 33,104,564

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

─ ─ ─ ─ (─) ─

計 21,795,3546,702,3154,606,89333,104,564(─)33,104,564

営業費用 18,880,5576,741,8304,167,45629,789,844(─)29,789,844

営業利益又は
営業損失（△）

2,914,797△39,514439,4373,314,720─ 3,314,720

Ⅱ　資産、減価償却費
及び資本的支出

　 　 　 　 　 　

資産 11,014,1835,112,7532,041,07618,168,0143,093,90421,261,918

減価償却費 452,452270,42813,884736,765 ─ 736,765

資本的支出 576,426360,42920,720957,576 ─ 957,576

(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な役務の名称

(1)市場調査・コンサルティング　…　パネル調査、カスタムリサーチ

(2)システムソリューション　………　システム開発・運用・維持管理

(3)メディカルソリューション　……　ＣＲＯ(医薬品開発業務受託機関)・ＳＭＯ(治験施設支援機関)業務

３　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（3,093,904千円）の主なものは、親会社での余資運用資金

（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。
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当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　

　
市場調査・コン
サルティング
(千円)

システムソ
リューション
(千円)

医薬品開発支
援
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　
　

　 　 　

売上高 　 　
　

　 　 　

(1) 外部顧客に対する売
　　上高

23,105,2925,906,7625,333,73134,345,787─ 34,345,787

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

─ ─ ─ ─ (─) ─

計 23,105,2925,906,7625,333,73134,345,787(─)34,345,787

営業費用 20,182,8025,893,0484,949,27531,025,127(─)31,025,127

営業利益 2,922,48913,714384,4563,320,659─ 3,320,659

Ⅱ　資産、減価償却費、減
損損失及び資本的支出

　 　 　 　 　 　

資産 10,597,7045,284,8562,325,03218,207,5942,972,64221,180,236

減価償却費 602,848307,34411,392921,586 ─ 921,586

減損損失 7,425 ─ ─ 7,425 ─ 7,425

資本的支出 827,967672,567119,8111,620,346─ 1,620,346

(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な役務の名称

(1)市場調査・コンサルティング　…　パネル調査、カスタムリサーチ

(2)システムソリューション　………　システム開発・運用・維持管理

(3)医薬品開発支援　……　ＣＲＯ(医薬品開発業務受託機関)・ＳＭＯ(治験施設支援機関)業務

３　従来のメディカルソリューション事業は当連結会計年度より医薬品開発支援事業と名称変更しております。当

該変更は同セグメントの事業内容をより明確にするための変更であります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（2,972,642千円）の主なものは、親会社での余資運用資金

（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。

５　会計方針の変更

（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）

　当連結会計年度から「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　企業会計基準第９号　平

成18年７月５日公表分）を適用しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の営業費用は、市場調査・コンサルティング事

業が45,504千円、システムソリューション事業が31,681千円、医薬品開発支援事業が1,475千円増加し、営業利

益は同額減少しております。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合が

いずれも90％を超えているため、記載を省略しております。

　

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合が

いずれも90％を超えているため、記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

連結売上高に占める海外売上高の割合が10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

連結売上高に占める海外売上高の割合が10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　 （共通支配下の取引等）

１．子会社株式の追加取得に関する事項

　　ティー・エムマーケティング㈱の第三者割当増資引受による子会社株式の追加取得

　(1)取得原価及びその内訳

　　 取得の対価

　 現金 250,800千円

　 取得原価 250,800千円

　

　(2)発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間

　　①のれんの金額　37,360千円

　　②発生原因

　ティー・エムマーケティング㈱の今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生した

ものであります。

　　③償却の方法及び償却期間

　　　のれんの償却につきましては、５年定額法で償却を行ないます。

　

　(3)企業結合契約に規定される条件付取得対価の内容及び当該連結会計年度以降の会計処理方針

　　 該当事項はありません。

　

　(4)取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名

　　 該当事項はありません。

　

２．株式交換によるティー・エムマーケティング㈱の完全子会社化

 １）結合当事者又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業

　の名称並びに取引の目的を含む取引の概要

　(1)結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容

　　 ティー・エムマーケティング㈱　　メディカルリサーチ事業

　

　(2)企業結合の法的形式

　　 共通支配下の取引（株式交換によるティー・エムマーケティング㈱の完全子会社化）

　

　(3)結合後企業の名称

　　 該当事項はありません。
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　(4)取引の目的を含む取引の概要

　当社とティー・エムマーケティング㈱は、平成19年４月24日に同社が当社の完全子会社となる株式交換
契約を締結し、同日開催のティー・エムマーケティング㈱臨時株主総会において同株式交換契約の承認
を受けて、平成19年５月31日に株式交換の実施に至りました。なお、当社におきましては、会社法第796条
第３項の規定に基づき、同株式交換契約書の承認に関する株主総会の決議は不要となりました。
　この株式交換は、今後増大すると予想される製薬・医療機器メーカー等の国際化のサポートに対応して
いくため、同社の持つ医薬品業界についての知見と当社のリサーチやシステムインフラを組み合わせて
相乗効果を発揮していくことにより、企業価値をより一層向上させることを目的としております。

　

 ２）実施した会計処理の概要

　平成19年５月31日が株式交換の実施日であり、同年６月30日（みなし取得日）に株式交換が行なわれた
ものとみなして会計処理を行っております。
　個別財務諸表上では、子会社株式の取得原価は取得の対価（少数株主に交付した当社株式の時価）を計
上しております。
　連結財務諸表上では、追加取得した子会社株式の取得原価と減少する少数株主持分の金額との差額をの
れんに計上しております。

　

 ３）子会社株式の追加取得に関する事項

　(1)取得原価及びその内訳

　　 取得の対価

　 ㈱インテージの株式 210,900千円

　 取得原価 210,900千円

　

　(2)株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数及びその評価

　　①株式の種類及び交換比率

　　　普通株式　㈱インテージ 1　：　ティー・エムマーケティング㈱ 0.001

　　②交換比率の算定方法

　当社につきましては、市場株価平均法による評価を行い、ティー・エムマーケティング㈱につきまして
は、ＤＣＦ法（ディスカウンティッド・キャッシュフロー法）による評価を行い、その結果を総合的に勘
案して株式交換比率を算定しております。

　　③交付株式数及びその評価額

　　　74,000株　210,900千円

　

　(3)発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間

　　①のれんの金額　174,255千円

　　②発生原因

　ティー・エムマーケティング㈱の今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生した
ものであります。

　　③償却の方法及び償却期間

　　　のれんの償却につきましては、５年定額法で償却を行ないます。

　

　(4)企業結合契約に規定される条件付取得対価の内容及び当該連結会計年度以降の会計処理方針

　　 該当事項はありません。

　

　(5)取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名

     該当事項はありません。
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３．会社分割による当社メディカルリサーチ部門の分社化

 １）分割の概要

　(1)会社分割の目的

　ティー・エムマーケティング㈱に当社メディカルリサーチ部門を承継させることにより、経営資源を集

中させ、業務効率の向上を図ることを目的としております。

　

　(2)会社分割の形態

　当社を分割会社とし、ティー・エムマーケティング㈱を承継会社とする吸収分割であります。

　

 ２）実施した会計処理の概要

　本件分割は共通支配下の取引に該当するため、当該会計処理が連結財務諸表に与える影響はありませ

ん。

　

４．子会社株式の追加取得に関する事項

　　㈱インテージ・インタラクティブ株式の少数株主からの持分譲受による追加取得

　(1)取得原価及びその内訳

　　 取得の対価

　 現金 204,259千円

　 取得原価 204,259千円

　

　(2)発生した負ののれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間

　　①負ののれんの金額　16,666千円

　　②発生原因

　子会社株式の追加取得分の取得原価と当該追加取得に伴う少数株主持分の減少額との差額によるもの

であります。

　　③償却の方法及び償却期間

　　　負ののれんの償却につきましては、５年定額法で償却を行ないます。

　

　(3)企業結合契約に規定される条件付取得対価の内容及び当該連結会計年度以降の会計処理方針

　　 該当事項はありません。

　

　(4)取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名

　　 該当事項はありません。
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当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

（共通支配下の取引等）

１．会社分割による連結子会社の新設に関する事項

(1)分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行なった主な理由、事業分離日及び法的　

　　 形式を含む事業分離の概要

 

　①分離先企業の名称及び分離した事業内容

　　　 名　　　称　株式会社アスクレップ・メディオ

　　　 事業の内容　ＳＭＯ事業

　

　②事業分離を行なった主な理由
　　　　当社において営んでおりましたＳＭＯ事業を当社より分離することにより、当該事業の独
　　　立採算の徹底を図るとともに、当該新会社を株式会社アスクレップの子会社とすることを目
　　　的としております。

　　

　③事業分離日
　　　 平成20年４月１日

　

　④法的形式を含む事業分離の概要
　　　 当社を分割会社とし、会社分割に伴って新たに設立した新会社（株式会社アスクレップ・
　　　メディオ）に当社のＳＭＯ事業を承継させる新設分割であります。

　

(2)実施した会計処理の概要

　　　本分割は、共通支配下の取引に該当するため、内部取引として消去しております。したがっ

　　て当該会計処理が連結財務諸表に与える影響はありません。
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２．株式交換による子会社株式の追加取得に関する事項

　　(1)結合当事企業または対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合

　　　 後企業の名称並びに取引の目的を含む取引の概要

　

　　  ①結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容

　　  　名　　　称　株式会社アスクレップ

　　　　事業の内容　ＣＲＯ事業

　

　　  ②企業結合の法的形式

　　  　株式交換

　

　  　③結合後企業の名称

　　 　 変更なし

　

　④取引の目的を含む取引の概要
　　　　本株式交換により株式会社アスクレップ・メディオを株式会社アスクレップの子会社と
　　　することで、医薬品開発支援事業の戦略整合性を高めることにより、当社グループの医薬品
　　　開発支援事業の拡大推進を図ることを目的としております。

　

(2)実施した会計処理の概要

　　　本株式交換は、共通支配下の取引に該当するため、内部取引として消去しております。した

　　がって当該会計処理が連結財務諸表に与える影響はありません。

　

　  (3)取得原価及びその内訳

　　 取得の対価

　 関係会社株式(アスクレップ・メディオ株式) 31,136千円

　 取得原価 31,136千円

　

　  (4)株式の種類別の交換比率及び算定方法

　　 ①株式の種類及び交換比率

　　　 普通株式　㈱アスクレップ・メディオ １ ：　㈱アスクレップ　0.1

　　 ②交換比率の算定方法

　　　 　時価純資産法による評価を参考として、当事者間で協議の上、株式交換比率を決定しており

　　　 ます。

　

　  (5)発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間

　　  該当事項はありません。

　

　  (6)企業結合契約に規定される条件付取得対価の内容及び当該連結会計期間以降の会計処理

      方針

　　  該当事項はありません。

　

　  (7)取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名

　　  該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　１株当たり純資産額 994円41銭　１株当たり純資産額 1,120円90銭

　１株当たり当期純利益 170円10銭　１株当たり当期純利益 168円69銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。
同　　　左

　

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額の算定上の基礎は次のとおりであります。

項目
前連結会計年度末 当連結会計年度末

（ 平成20年３月31日 ） （ 平成21年３月31日 ）

連結貸借対照表の純資産の部の合計額 10,288,358千円 11,590,580千円

 普通株式に係る純資産額 10,189,633千円 11,485,779千円

差額の主な内訳

　少数株主持分
98,725千円 104,800千円

普通株式の発行済株式数 10,404千株 10,404千株

普通株式の自己株式数 157千株 157千株

１株当たり純資産額の算定に用いられた

普通株式の数
10,246千株 10,246千株

　

　　　２　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益 1,765,611千円 1,728,523千円

普通株式に係る当期純利益 1,765,611千円 1,728,523千円

普通株主に帰属しない金額 ─ ─

普通株式の期中平均株式数 10,380千株 10,246千株

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

EDINET提出書類

株式会社インテージ(E05239)

有価証券報告書

 75/114



⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

利率
(％)

担保 償還期限

㈱インテージ 第２回無担保社債
平成17年
８月31日

700,000
(700,000)

― 0.62無担保
平成20年
８月29日

㈱インテージ 第３回無担保社債
平成17年
８月31日

300,000
(300,000)

― 0.72無担保
平成20年
８月29日

合計 ― ― 1,000,000 ― ― ― ―

(注) 「前期末残高」欄の（内書）は、１年以内償還予定の金額であります。

　
　

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 2,400,0001,510,000 1.264 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 387,420 432,300 1.304 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ─ 52,093 1.979 ─

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

─ 564,000 1.287平成22年～平成23年

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く)

─ 192,625 1.937平成22年～平成25年

その他有利子負債 ─ ─ ─ ─

合計 2,787,4202,751,018 ─ ―

(注) 1　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

    ２　長期借入金、リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額は以

下のとおりであります。

区分
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 424,000 140,000 ─ ─

リース債務 53,139 54,207 49,201 36,076

　

　

(2) 【その他】

当連結会計年度における各四半期連結会計期間に係る売上高等

　
　

第1四半期

(自　平成20年4月1日

 至　平成20年6月30日)

第2四半期

(自　平成20年7月1日

 至　平成20年9月30日)

第3四半期

(自　平成20年10月1日

 至　平成20年12月31日)

第4四半期

(自　平成21年1月1日

 至　平成21年3月31日)

売上高 （千円） 7,465,609 8,842,301 7,876,291 10,161,584

税金等調整前
四半期純利益金額

（千円） 592,962 963,694 532,578 1,114,790

 四半期純利益金額 （千円） 281,037 548,079 270,481 628,925

 1株当たり
 四半期純利益金額

（円） 27.43 53.49 26.40 61.38 
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,308,907 1,014,195

受取手形 156,188 166,196

売掛金 4,942,978 4,745,850

仕掛品 1,350,259 1,007,611

貯蔵品 6,082 4,468

前渡金 21,823 23,538

前払費用 194,244 211,105

繰延税金資産 595,310 609,883

従業員に対する短期貸付金 1,250 1,495

未収入金 17,895 31,373

その他 6,987 10,338

貸倒引当金 △2,814 △2,701

流動資産合計 8,599,113 7,823,355

固定資産

有形固定資産

建物 4,762,825 5,186,905

減価償却累計額 △2,882,854 △3,109,553

建物（純額） 1,879,971 2,077,352

構築物 33,445 33,445

減価償却累計額 △23,508 △24,492

構築物（純額） 9,937 8,952

器具備品 786,894 1,040,072

減価償却累計額 △425,499 △553,926

器具備品（純額） 361,395 486,145

土地 1,998,156 1,998,156

リース資産 － 254,823

減価償却累計額 － △21,787

リース資産（純額） － 233,036

有形固定資産合計 4,249,460 4,803,643

無形固定資産

地上権 39,832 39,832

ソフトウエア 721,495 543,201

ソフトウエア仮勘定 19,878 149,248

リース資産 － 5,730

その他 58,800 26,750

無形固定資産合計 840,007 764,765

投資その他の資産

投資有価証券 156,873 146,404

関係会社株式 2,540,097 2,602,923

関係会社出資金 107,629 107,629

長期前払費用 23,659 42,488

繰延税金資産 783,038 703,044

差入保証金 798,907 798,438

前払年金費用 － 299,256

その他 77,835 13,984

貸倒引当金 △8,505 －

投資その他の資産合計 4,479,536 4,714,169

固定資産合計 9,569,004 10,282,578

資産合計 18,168,118 18,105,933
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（単位：千円）

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 ※1
 1,887,693

※1
 2,000,664

短期借入金 ※2
 2,400,000

※2
 1,500,000

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 315,500

※2
 424,000

1年内償還予定の社債 1,000,000 －

リース債務 － 52,093

未払金 293,746 73,856

未払費用 210,370 194,258

未払法人税等 493,849 540,780

未払消費税等 110,928 103,879

前受金 39,739 37,760

預り金 96,448 95,302

賞与引当金 1,167,145 1,141,840

役員賞与引当金 30,000 20,000

その他 － 294

流動負債合計 8,045,421 6,184,730

固定負債

長期借入金 ※2
 －

※2
 564,000

リース債務 － 192,625

退職給付引当金 1,760,125 1,777,563

役員退職慰労引当金 29,000 29,000

預り保証金 ※1
 235,910

※1
 256,500

固定負債合計 2,025,035 2,819,688

負債合計 10,070,456 9,004,419

純資産の部

株主資本

資本金 1,681,400 1,681,400

資本剰余金

資本準備金 1,336,688 1,336,688

資本剰余金合計 1,336,688 1,336,688

利益剰余金

利益準備金 40,100 40,100

その他利益剰余金

別途積立金 3,000,000 4,000,000

繰越利益剰余金 2,273,470 2,278,365

利益剰余金合計 5,313,570 6,318,465

自己株式 △247,406 △247,406

株主資本合計 8,084,252 9,089,147

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 13,409 10,418

繰延ヘッジ損益 － 1,947

評価・換算差額等合計 13,409 12,366

純資産合計 8,097,661 9,101,514

負債純資産合計 18,168,118 18,105,933
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②【損益計算書】
（単位：千円）

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

売上高 26,143,090 26,622,005

売上原価 ※3
 18,689,901

※3
 19,036,709

売上総利益 7,453,188 7,585,296

販売費及び一般管理費 ※1, ※2
 5,230,973

※1, ※2
 5,119,076

営業利益 2,222,214 2,466,220

営業外収益

受取利息 273 286

受取配当金 123,890 76,300

受取保険金及び配当金 ※3
 16,261

※3
 14,243

生保事務代行手数料 4,497 4,454

雑収入 25,251 6,302

営業外収益合計 170,174 101,587

営業外費用

支払利息 35,597 43,217

社債利息 6,500 2,662

支払手数料 8,360 9,077

器具備品等除却損 2,041 24,124

雑損失 2,345 4,599

営業外費用合計 54,844 83,680

経常利益 2,337,544 2,484,127

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 8,607

有形固定資産売却益 ※4
 5,893

※4
 －

投資有価証券売却益 15,540 －

特別利益合計 21,433 8,607

特別損失

固定資産除却損 ※5
 －

※5
 76,802

投資有価証券評価損 － 6,940

減損損失 ※6
 －

※6
 7,425

特別損失合計 － 91,168

税引前当期純利益 2,358,978 2,401,566

法人税、住民税及び事業税 800,141 919,322

法人税等調整額 139,020 67,472

法人税等合計 939,162 986,795

当期純利益 1,419,816 1,414,771
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【売上原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 　 1,783,7429.3 1,684,7098.9

Ⅱ　労務費 ※１ 5,307,68027.7 5,422,17528.6

Ⅲ　外注費 　 9,396,51649.1 9,240,52548.7

Ⅳ　経費 ※２ 2,654,90313.9 2,613,20413.8

当期総製造費用 　 19,142,842100.0 18,960,614100.0

仕掛品期首たな卸高 　 1,289,046 　 1,350,259 　

合計 　 20,431,889 　 20,310,874 　

他勘定振替高 ※３ 391,728 　 266,553 　

仕掛品期末たな卸高 　 1,350,259 　 1,007,611 　

当期売上原価 　 18,689,901 　 19,036,709 　

　 　 　 　 　 　

(注)　原価計算の方法は、個別原価計算を採用しております。

　

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　主な労務費の内容は、次のとおりであります。

給与手当 3,843,698千円

賞与引当金繰入額 632,118 〃

退職給付費用 222,592 〃

※１　主な労務費の内容は、次のとおりであります。

給与手当 3,952,041千円

賞与引当金繰入額 648,187 〃

退職給付費用 244,161 〃

※２　主な経費の内容は、次のとおりであります。

賃借料 387,719千円

リース料 454,435 〃

地代家賃 378,726 〃

※２　主な経費の内容は、次のとおりであります。

賃借料 277,672千円

リース料 423,862 〃

地代家賃 354,058 〃

※３　他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。

ソフトウェア仮勘定 355,043千円

会社分割による振替高 36,684 〃

計 391,728千円

※３　他勘定振替高の内容は、次のとおりであります。

ソフトウェア仮勘定 250,183千円

その他 16,369 〃

計 266,553千円
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,681,400 1,681,400

当期末残高 1,681,400 1,681,400

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,125,788 1,336,688

当期変動額

新株の発行 210,900 －

当期変動額合計 210,900 －

当期末残高 1,336,688 1,336,688

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 40,100 40,100

当期末残高 40,100 40,100

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 2,500,000 3,000,000

当期変動額

別途積立金の積立 500,000 1,000,000

当期変動額合計 500,000 1,000,000

当期末残高 3,000,000 4,000,000

繰越利益剰余金

前期末残高 1,663,340 2,273,470

当期変動額

剰余金の配当 △309,686 △409,875

別途積立金の積立 △500,000 △1,000,000

当期純利益 1,419,816 1,414,771

当期変動額合計 610,129 4,895

当期末残高 2,273,470 2,278,365

自己株式

前期末残高 △7,406 △247,406

当期変動額

自己株式の取得 △240,000 －

当期変動額合計 △240,000 －

当期末残高 △247,406 △247,406

株主資本合計

前期末残高 7,003,222 8,084,252

当期変動額

新株の発行 210,900 －

剰余金の配当 △309,686 △409,875

別途積立金の積立 － －

当期純利益 1,419,816 1,414,771

自己株式の取得 △240,000 －

当期変動額合計 1,081,029 1,004,895

当期末残高 8,084,252 9,089,147

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 41,285 13,409

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△27,876 △2,990
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当期変動額合計 △27,876 △2,990

当期末残高 13,409 10,418

繰延ヘッジ損益

前期末残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

－ 1,947

当期変動額合計 － 1,947

当期末残高 － 1,947

評価・換算差額等合計

前期末残高 41,285 13,409

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△27,876 △1,043

当期変動額合計 △27,876 △1,043

当期末残高 13,409 12,366
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

純資産合計

前期末残高 7,044,508 8,097,661

当期変動額

新株の発行 210,900 －

剰余金の配当 △309,686 △409,875

当期純利益 1,419,816 1,414,771

自己株式の取得 △240,000 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △27,876 △1,043

当期変動額合計 1,053,153 1,003,852

当期末残高 8,097,661 9,101,514
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【重要な会計方針】

　

項目
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) その他有価証券

　　時価のあるもの

　　　期末日の市場価格等に基づく時価

法によっております。

　　　(評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法

により算定しております。)

　　時価のないもの

　　　移動平均法による原価法によって

おります。

(1) その他有価証券

　　時価のあるもの

同　　左

 

 

 

 

　　時価のないもの

同　　左

 

　 (2) 子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法による原価法によってお

ります。

(2) 子会社株式及び関連会社株式

　　　　　　同　　左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 仕掛品…個別法による原価法に

よっております。

(1) 仕掛品…個別法による原価法（収　
　
　　　　　　益性の低下による簿価切
　　　　　　下げの方法）によってお
　　　　　　ります。

　 (2) 貯蔵品…最終仕入原価法による原

価法によっております。

(2) 貯蔵品…最終仕入原価法による原　

　　　　　　価法（収益性の低下によ

　　　　　　る簿価切下げの方法）に

　　　　　　よっております。

（会計方針の変更）

　　当事業年度より、「棚卸資産の評　　

　価に関する会計基準」（企業会計基

　準第９号　平成18年７月５日公表

　分）を適用しております。

　　これにより営業利益、経常利益及

　び税引前当期純利益は、それぞれ

　77,080千円減少しております。
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項目
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

３　固定資産の減価償却の方

法
 

(1) 有形固定資産

　　建物（附属設備を除く）

　(イ) 平成10年3月31日以前に取得

　　　 したもの

　　　 旧定率法によっております。

  (ロ) 平成10年4月1日から平成19年

       3月31日までに取得したもの

       旧定額法によっております。

  (ハ) 平成19年4月1日以降に取得し

       たもの

       定額法によっております。

　　建物以外

  (イ) 平成19年3月31日以前に取得

       したもの

       旧定率法によっております。

  (ロ) 平成19年4月1日以降に取得し

       たもの

       定率法によっております。

　（会計方針の変更）

  法人税法の改正（（所得税法等の一

部を改正する法律　平成19年3月30日　

法律第6号）及び（法人税法施行令の

一部を改正する政令　平成19年3月30日

　政令第83号））に伴い、平成19年4月1

日以降に取得したものについては、改

正後の法人税法に基づく方法に変更し

ております。

  当該変更に伴う損益に与える影響は

軽微であります。

  （追加情報）

  なお、平成19年3月31日以前に取得し

たものについては、償却可能限度額ま

で償却が終了した翌年から5年間で均

等償却する方法によっております。

  当該変更に伴う損益に与える影響は

軽微であります。

 

(1) 有形固定資産（リース資産を除

く）

　　建物（附属設備を除く）

　(イ) 平成10年3月31日以前に取得

　　　 したもの

　　　 旧定率法によっております。

  (ロ) 平成10年4月1日から平成19年

       3月31日までに取得したもの

       旧定額法によっております。

  (ハ) 平成19年4月1日以降に取得し

       たもの

       定額法によっております。

　　建物以外

  (イ) 平成19年3月31日以前に取得

       したもの

       旧定率法によっております。

  (ロ) 平成19年4月1日以降に取得し

       たもの

       定率法によっております。
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項目
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 (2) 無形固定資産

 

　　定額法によっております。

　　なお、耐用年数については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によっ

ております。

　　ただし、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における見込利用可

能期間(３年)に基づく定額法によっ

ております。

　　のれんについては５年均等償却に

よっております。

 

──────────

(2) 無形固定資産（リース資産を除

く）

　　定額法によっております。

　　なお、耐用年数については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によっ

ております。

　　ただし、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における見込利用可

能期間(３年)に基づく定額法によっ

ております。

 

 

 

(3) リース資産

　　所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価

額をゼロとする定額法によっており

ます。

　なお、リース取引会計基準の改正適

用初年度開始前の所有権移転外ファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。
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項目
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

４　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しており

ます。

(1) 貸倒引当金

同　　左

　 (2) 賞与引当金

　　従業員に対する賞与の支給に備える

ため、支給見込額を計上しておりま

す。

(2) 賞与引当金

同　　左

　 (3) 役員賞与引当金

　　役員賞与の支出に備えて、当事業年

度における支給見込額の当事業年度

負担額を計上しております。

(3) 役員賞与引当金

同　　左

 

　 (4) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当事

業年度末において発生していると認

められる額を計上しております。

　　数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(15年)によ

る定額法により、それぞれ発生の翌

事業年度から費用処理しておりま

す。

　　過去勤務債務は、その発生時に一括

処理しております。

(4) 退職給付引当金

同　　左

 

 

 

　 (5) 役員退職慰労引当金

　　役員に対する退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。

　　なお、平成15年６月に役員退職慰労

金制度を廃止しており、役員退職慰

労引当金残高は従前の制度による在

任役員に対する支給予定額でありま

す。

(5) 役員退職慰労引当金

　　　　　　同　　左
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項目
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

５　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

──────────

６　ヘッジ会計の方法 ────────── 　①ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理を採用しておりま

　す。

　②ヘッジ手段とヘッジ対象

　　外貨建予定取引の為替変動リスクに

　対するヘッジとして為替予約取引を行

　っております。

　③ヘッジ方針

　　内規に基づき、外貨建取引に係る為

　替変動リスクを回避する目的で為替予

　約取引を行っております。

　④ヘッジ有効性評価の方法

　　為替予約取引の実行時に、実行金額

　を外貨建予定取引に対して振当ててい

　るため、その後の為替相場の変動によ

　る相関関係は完全に確保されているの

　で決算日における有効性の評価を省略　

　しております。

 

７　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式

によっております。

　　　消費税等の会計処理

同　　左
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【会計方針の変更】

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

──────────

 

（リース取引に関する会計基準等）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、当事業年度より、「リース取引に関

する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17

日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日

改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

　なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

　当該変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。
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【表示方法の変更】

前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

──────────

 

（貸借対照表）

　「前払年金費用」は資産合計の100分の１を超えたた

め、当事業年度より区分掲記することとしました。

　なお、前事業年度は投資その他の資産の「その他投資」

に48,060千円含まれております。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成20年３月31日)
当事業年度

(平成21年３月31日)

※１　関係会社に対する資産及び負債

　　　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているも

のは、次のとおりであります。

買掛金 800,309千円
　

預り保証金 235,910 〃

 

※１　関係会社に対する資産及び負債

　　　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているも

のは、次のとおりであります。

買掛金 1,119,191千円
　

預り保証金 256,500 〃

 

※２　当社においては、資金調達の安定性を確保しつつ、

必要に応じた機動的な資金調達を行うことにより、

資金効率の向上を図ることを目的として、コミット

メントライン契約を締結しております。

　　　当事業年度末におけるコミットメントライン契約に

係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

　　　なお、本契約には財務制限条項が付されておりま
　　す。

コミットメントライン設定金額 4,000,000千円

借入実行残高 2,400,000 〃

借入末実行残高 1,600,000千円

 

※２　当社においては、資金調達の安定性を確保しつつ、

必要に応じた機動的な資金調達を行うことにより、

資金効率の向上を図ることを目的として、コミット

メントライン契約を締結しております。

　　　当事業年度末におけるコミットメントライン契約に

係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

　　　なお、本契約には財務制限条項が付されておりま
　　す。

コミットメントライン設定金額 4,000,000千円

借入実行残高 1,500,000 〃

借入末実行残高 2,500,000千円
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給与手当 2,013,375千円

法定福利費 466,978 〃

減価償却費 73,001 〃

賞与引当金繰入額 535,026 〃

退職給付費用 186,483 〃

業務委託費 406,068 〃

役員賞与引当金繰入額 30,000 〃

 

　　　おおよその割合

販売費 47％

一般管理費 53〃

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給与手当 1,548,648千円

法定福利費 449,942 〃

減価償却費 144,139 〃

賞与引当金繰入額 493,652 〃

退職給付費用 191,378 〃

業務委託費 713,867 〃

役員賞与引当金繰入額 20,000 〃

地代家賃 264,846 〃

 

　　　おおよその割合

販売費 47％

一般管理費 53〃

　

※２　一般管理費に含まれる研究開発費は、12,121千　　　
　　
　　円であります。
　

　

※２　一般管理費に含まれる研究開発費は、8,504千　　　　
　
　　円であります。
　

※３　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。

外注費

受取配当金

6,944,398千円

116,000 〃

 

※３　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。

外注費

受取配当金

6,898,837千円

53,000 〃

 

※４　有形固定資産売却益の内訳

　　　　　 土地　　　　　　　　　　5,893千円

 

※４　　　　　　──────────

 

※５　　　　　　──────────

 

※５　固定資産除却損の内訳

　　ソフトウェア　　　　　　　　　76,802千円

 

※６　　　　　　──────────

 

※６　減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上いたしました。

（1）グルーピング方法

　当社においては、継続的に収支の把握がなされてい

る単位を基礎として算定しており、事業資産、共用資

産、賃貸資産、遊休資産ごとに資産のグルーピングを

行っております。

（2）内容

地域・用途 種類・減損損失

RepTrackソフトウェア 7,131千円

事業資産 リース資産 294  〃

合　計 7,425千円

RepTrack（事業資産）については、減損の兆候を

認識しており、将来の回収可能性を検討した結果、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失（7,425千円）として特別損失に計上いたし

ました。

  なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値

により測定しておりますが、将来キャッシュ・フ

ローがマイナスであるため、回収可能価額を零とし

て評価しております。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 7,109 150,000 ─ 157,109
　

(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　取締役会決議による取得による増加　　150,000株

　

当事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 157,109 ─ ─ 157,109
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

(借主側)

　リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引

(借主側)

 

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

器具備品 2,022,8011,020,0261,002,774

ソフトウェア 79,14826,80452,343

合計 2,101,9491,046,8301,055,118

　

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

減損損失
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

器具備品 1,428,473750,661294677,517

ソフトウェア 66,80731,496 － 35,311

合計 1,495,281782,157294712,829

　

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 390,080千円

１年超 714,649 〃

　合計 1,104,729千円

②　未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 287,614千円

１年超 436,659 〃

合計 724,273千円

リース資産減損勘定の残高 294千円

 

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 435,263千円

減価償却費相当額 433,325 〃

支払利息相当額 13,696 〃

③　支払リース料、減価償却費相当額、支払利息相当額及

び減損損失

支払リース料 405,803千円

減価償却費相当額 386,298 〃

支払利息相当額 16,884 〃

減損損失 294 〃

 

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　減価償却費相当額の算定方法

　　・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　減価償却費相当額の算定方法

　　・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

 

 

　　利息相当額の算定方法

　　・リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

　　利息相当額の算定方法

　　・リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

 

 

　

(有価証券関係)

前事業年度(平成20年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度(平成21年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成20年３月31日)
当事業年度

(平成21年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産) 　

　退職給付引当金 716,195千円

　賞与引当金 474,911 〃

　ソフトウェア 89,702 〃

　未払費用 58,318 〃

　未払事業税 43,325 〃

　役員退職慰労引当金 11,800 〃

　貸倒損失 22,806 〃

　その他 35,646 〃

　　繰延税金資産小計 1,452,705千円

　評価性引当額 △45,600 〃

　　繰延税金資産合計 1,407,104千円

(繰延税金負債) 　

  その他有価証券評価差額金 △9,199千円

  前払年金費用 △19,555 〃

　　繰延税金負債合計 △28,755千円

　　繰延税金資産の純額 1,378,348千円

 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産) 　

　退職給付引当金 723,290千円

　賞与引当金 464,614 〃

　ソフトウェア 103,204 〃

　未払費用 55,849 〃

　未払事業税 45,838 〃

　役員退職慰労引当金 11,800 〃

　貸倒損失 22,806 〃

　棚卸資産評価損 31,360 〃

　その他 31,503 〃

　　繰延税金資産小計 1,490,268千円

　評価性引当額 △48,424 〃

　　繰延税金資産合計 1,441,843千円

(繰延税金負債) 　

  その他有価証券評価差額金 △7,147千円

  前払年金費用 △121,767 〃

　　繰延税金負債合計 △128,915千円

　　繰延税金資産の純額 1,312,927千円

 
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担　　

率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下である

ため注記を省略しております。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳
　　 同左
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(企業結合等関係)

前事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

(1)連結財務諸表の注記事項（企業結合等関係）における記載内容と同一であるため、記載しておりません。

　

当事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

(1)連結財務諸表の注記事項（企業結合等関係）における記載内容と同一であるため、記載しておりません。

　

　

(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 790円26銭１株当たり純資産額 888円22銭

１株当たり当期純利益 136円78銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式がないため記載しておりません。

１株当たり当期純利益 138円07銭

同　　左

　

(注) 算定上の基礎

　　１　１株当たり純資産額の算定上の基礎は次のとおりであります。

項　　目 前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額 8,097,661千円 9,101,514千円

普通株式に係る純資産額 8,097,661千円 9,101,514千円

普通株式の発行済株式数 10,404千株 10,404千株

普通株式の自己株式数 157千株 157千株

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数

10,246千株 10,246千株

　

　　２　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりであります。

項　　目 前事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

損益計算書上の当期純利益 1,419,816千円 1,414,771千円

普通株式に係る当期純利益 1,419,816千円 1,414,771千円

普通株主に帰属しない金額 ─ ─

普通株式の期中平均株式数 10,380千株 10,246千株

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

投資有価
証券

その他有
価証券

大栄不動産株式会社 100,000 86,500

エーザイ株式会社 12,856 37,028

ジーエフケーマーケティング
サービスジャパン株式会社

80,000 5,500

株式会社りそなホールディングス 4,000 5,240

昭和情報機器株式会社 34,038 5,105

日清オイリオグループ株式会社 5,250 2,241

株式会社エスアイティ・
コミュニケーション

30 1,500

株式会社マルエツ 2,985 1,208

日本ハム株式会社 1,000 1,025

株式会社埼玉電算センター 20 1,000

その他２銘柄 1,340 54

計 241,520 146,404
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 4,762,825448,85824,7785,186,9053,109,553237,7652,077,352

　構築物 33,445 ― ― 33,44524,492 984 8,952

　器具備品 786,894275,97522,7961,040,072553,926140,812486,145

　リース資産 ― 254,823 ― 254,82321,78721,787233,036

　土地 1,998,156― ― 1,998,156― ― 1,998,156

有形固定資産計 7,581,322979,65647,5748,513,4033,709,760401,3494,803,643

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　地上権 39,832 ― ― 39,832 ― ― 39,832

　ソフトウェア 2,004,926268,989
165,063
(7,131)

2,108,8521,565,650363,349543,201

　ソフトウェア
　仮勘定

19,878306,021176,651149,248 ― ― 149,248

　リース資産 ― 6,612 ― 6,612 881 881 5,730

　その他 174,992 ― ― 174,992148,24132,04926,750

無形固定資産計 2,239,630581,623
341,714
(7,131)

2,479,5391,714,773
　
396,281764,765

長期前払費用 43,83031,862 ― 75,69233,20313,03242,488

繰延資産 　 　 　 　 　 　 　

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(注) １ 当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

 建物 長野データセンター設備 184,799千円
　 ひばりヶ丘データセンター設備   136,535  〃
　 ひばりヶ丘事業所設備工事 57,200  〃
　 ひばりヶ丘事業所エレベーター設置 36,500　〃
器具備品 ひばりヶ丘事業所什器備品 88,555　〃
　 ひばりヶ丘データセンター什器備品 93,549　〃
　 長野データセンター什器備品 77,620　〃
ソフトウェア 自社開発ソフト 176,651　〃
　 経理システムソフト 15,843　〃
ソフトウェア仮勘定 ＣＲシステム開発 141,827　〃
　 ＳＬＩシステム開発 37,269　〃
　 チェーンＰＯＳシステム開発 36,302　〃
　 すこやかサポートシステム開発 36,024　〃
リース資産 共用プラットフォーム用什器備品  92,434　〃
　 ノーツ環境サーバ増強用什器備品 76,117　〃

　　 ２ 当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

 ソフトウェア ＣＲシステム開発ソフト 165,063千円
 ソフトウェア仮勘定 自社開発ソフト 176,651　〃

　　 ３ なお、当期減少額のうち（　）内は内書きで減損損失の計上額であります。
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 11,319 2,701 9 11,309 2,701

賞与引当金 1,167,1451,141,8401,167,145 ― 1,141,840

役員賞与引当金 30,000 20,000 30,000 ― 20,000

役員退職慰労引当金 29,000 ― ― ― 29,000

(注)　貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額及び貸倒懸念債権等の回収による

取崩額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

イ　現金及び預金

　

区分 金額(千円)

現金 964

預金の種類 　

当座預金 720,770

普通預金 291,065

別段預金 1,395

預金計 1,013,231

合計 1,014,195

　

ロ　受取手形

(イ)相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

株式会社博報堂 52,575

興和株式会社 26,868

小林製薬株式会社 23,395

株式会社アサツーディ・ケイ 13,889

プリマハム株式会社 11,193

その他 38,273

合計 166,196

　

(ロ)期日別内訳

　

期日 金額(千円)

平成21年 ４月 50,152

　 〃 　 ５月 68,158

　 〃 　 ６月 22,522

　 〃 　 ７月 25,361

合計 166,196
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ハ　売掛金

(イ)相手先別内訳
　

相手先 金額(千円)

経済産業省 327,600

株式会社資生堂 263,128

エーザイ株式会社 228,377

日産自動車株式会社 170,052

東日本旅客鉄道株式会社 133,372

その他 3,623,319

合計 4,745,850

　

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
　

前期繰越高(千円)

(Ａ)

当期発生高(千円)

(Ｂ)

当期回収高(千円)

(Ｃ)

次期繰越高(千円)

(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

4,942,97827,947,21628,144,3444,745,850 85.6 63.3

(注)　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　

ニ　仕掛品
　

区分 金額(千円)

市場調査・コンサルティング 702,801

システムソリューション 304,809

合計 1,007,611
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ホ　貯蔵品

　

区分 金額(千円)

事務用品 2,854

収入印紙・切手 601

その他消耗品 1,012

合計 4,468
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へ　関係会社株式

銘柄 金額(千円)

（子会社株式） 　

 株式会社アスクレップ 426,540

 株式会社インテージリサーチ 108,000

 株式会社インテージ長野 50,000

 株式会社インテージ・アソシエイツ 27,500

 株式会社インテージ・インタラクティブ 229,759

 ティー・エムマーケティング株式会社 1,699,413

 株式会社インテージ・タイ 11,690

（関連会社株式） 　

 株式会社プラメド 50,020

合計 2,602,923
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②　負債の部

イ　買掛金

相手先 金額(千円)

株式会社インテージリサーチ 519,722

株式会社インテージ・インタラクティブ 303,628

株式会社インテージ長野 143,705

株式会社インテージ・アソシエイツ 116,577

株式会社ゼニス 69,674

その他 847,354

合計 2,000,664

　

ロ　短期借入金

借入先 金額(千円)

株式会社埼玉りそな銀行 840,000

株式会社みずほ銀行 390,000

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 270,000

合計 1,500,000

　
　

ハ　退職給付引当金

項目 金額(千円)

退職給付債務 5,470,718

年金資産 △2,767,106

未認識数理計算上の差異 △1,225,305

前払年金費用 299,256

合計 1,777,563
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(3) 【その他】

記載する事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・
買増し

　

　　取扱場所
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電
子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。なお、電
子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは以下のとおりです。
　http://www.intage.co.jp

株主に対する特典 該当事項なし

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規程に

よる請求をする権利、株主の有する株主数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第36期(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)平成20年６月24日関東財務局長に提出

　

(2) 自己株券買付状況報告書

平成20年４月11日関東財務局長に提出

　

(3) 四半期報告書、四半期報告書の確認書

第37期第１四半期（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）　平成20年８月12日関東財務局長に提

出

第37期第２四半期（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）　平成20年11月14日関東財務局長に提

出

第37期第３四半期（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）　平成21年２月13日関東財務局長に提

出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
　

平成20年６月24日

株式会社インテージ

取締役会　御中

あずさ監査法人
　

　 　 　
　

指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　　三　　浦　　洋　　輔　　㊞

　

指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　　井　　上　　智　　由　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社インテージの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社インテージ及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
　
※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２  連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
　
　

EDINET提出書類

株式会社インテージ(E05239)

有価証券報告書

110/114



独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

平成21年６月24日

株式会社インテージ

取締役会　御中

あずさ監査法人
　

　 　 　
　

指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　　井　　上　　智　　由　　㊞

　

指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　　守　　谷　　徳　　行　　㊞

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社インテージの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社インテージ及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社インテー

ジの平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運

用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報

告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全

には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、株式会社インテージが平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表

示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評

価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
　
※１  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２  連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

平成20年６月24日

株式会社インテージ

取締役会　御中

あずさ監査法人
　

　 　 　
　

指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　　三　　浦　　洋　　輔　　㊞

　

指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　　井　　上　　智　　由　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社インテージの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第36期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社インテージの平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
※１  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２  財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

平成21年６月24日

株式会社インテージ

取締役会　御中

あずさ監査法人
　

　 　 　
　

指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　　井　　上　　智　　由　　㊞

　

指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　　守　　谷　　徳　　行　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社インテージの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第37期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社インテージの平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
※１  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２  財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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